
平成25年度　　事 務 事 業 評 価 調 書 総 括 表

24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

5,310,338 5,345,493 5,743,736

　第１節　健康づくり・地域医療の充実 373,638 391,274 435,445

　　１　健康づくりの推進 4,444 3,731 4,713

健康づくり啓発事業 1 健康推進課 1,366 454 1,487
　市民自ら健康づくりに取り組むことができるよう、健康づ
くりに関する知識や方法などの普及啓発を行う。

現状
継続

市民の健康保持増進を図るために必要な事
業である。

現状
継続

現状継続とする。 3

生活習慣病予防事業 2 健康推進課 2,918 3,097 3,022
　生活習慣病予防・悪化防止を図るため、「生活習慣病予
防教室」や「成人健康相談」を行う。

現状
継続

生活習慣病は社会問題となっており、生活
習慣病予備軍の人に病気発症の予防を行
う事業である。

現状
継続

現状継続とする。 2

食育推進事業 3 健康推進課 160 180 204
　食育推進計画に基づき、食に関する知識や食を選択す
る力を身につけ、健全な食生活を実践するため各種事業
を実施する。

現状
継続

｢食」は心身の健康保持に係る重要な分野
であり、行政と市民・関係機関の協力と取組
みが必要である。

現状
継続

現状継続とする。食育推進計画
に基づき、他事業と連携を図り
実施すること。

2

　　２　保健予防の推進 174,147 172,649 206,590

妊産婦保健推進事業 6 健康推進課 24,708 28,799 34,229

　妊婦の健康と胎児の発育を守るための妊婦一般健康
診査受診票を発行する。
　健やかな妊娠期を過ごし、安心して出産ができるよう妊
娠中の健康や出産・育児の正しい知識を啓発する。
　孤立した育児にならないよう妊娠中から友達づくりの機
会を提供する。

現状
継続

妊産婦の健康維持に必要な事業である。
現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2

乳幼児保健推進事業 7 健康推進課 15,080 16,887 16,549

　乳幼児の心身の成長発達を促し、保護者が安心して育
児ができるよう健診や健康教育の場を提供する。
　出産後早期から母親の健康状態や育児の悩みなどを
把握し支援を行い、児童虐待を予防する。

現状
継続

　法令で義務付けされた事業であり、現状継
続

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする

2

予防接種推進事業 8 健康推進課 95,298 81,957 104,202
　感染症の発生及びまん延予防のため、予防接種を実施
する。

現状
継続

　法律で定められた予防接種であり現状継
続とする。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする

2

がん検診推進事業 9 健康推進課 38,931 44,832 51,404
　早期発見・早期治療のため、がん検診を実施する。
　30歳代健診、循環器健診及び肝炎ウイルス検診を実施
する。

現状
継続

　市民の健康を守るために必要な検診(健
診）であり、継続する。

現状
継続

現状継続とする。 2

エキノコックス症予防対策
事業

32 健康推進課 130 174 206
　エキノコックス症の早期発見、早期治療のため検診を実
施する。

現状
継続

エキノコックス症の重要性から、市民への啓
発等を十分に行い引き続き無料検診を継続
する。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　３　医療体制の充実 120,174 119,282 118,195

救急医療推進事業 35 健康推進課 120,174 119,282 118,195

　市民の夜間や休日の急病に対応するため、夜間急病セ
ンター及び在宅当番医制度を運営し、24時間医療体制を
維持する。
　休日の歯科救急受診体制を維持する。

現状
継続

市民の健康維持に必要な事業であり、継続
する。

現状
継続

現状継続とする。 2
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

74,873 95,612 105,947

保険税収納率向上対策事
業

5 国保医療課 11,497 10,355 13,167
  保険税の歳入確保のため、滞納者への的確な納付指
導のほか、コンビニ収納やインターネット公売などを実施
し、国保事業の安定的な運営を図る。

現状
継続

非正規雇用や離職後に再雇用先が見つか
らないなど、収入的に不安定な要素を抱え、
国保税の納付に結び付かない状況がある
が、収納率の向上に向け、実施内容に示す
手段の充実を図る。

現状
継続

国保会計維持のため必要な事
業であり、現状継続とする。

2

医療費適正化特別対策事
業

10 国保医療課 12,271 16,273 16,402

　医療費適正化を図るため、レセプト（診療報酬明細書）
点検業務、第三者行為（交通事故等）求償事務及び医療
費通知業務等を実施するほか、広報紙（けんこうネット
ワーク）による被保険者への保険・健康情報の提供を行
う。

現状
継続

レセプト点検や第三者行為求償事務などは
引き続き業務委託により効率的な運営を
図っていく。

現状
継続

委託により、効果額の増加や費
用の削減が図られており、現状
継続とする。

2

特定健康診査・特定保健
指導事業

11 国保医療課 46,406 63,415 70,330

　生活習慣病の原因となる「メタボリックシンドローム（内
臓脂肪症候群）」に着目した、特定健康診査・特定保健指
導を40歳から74歳までの被保険者に実施し、疾病の早期
発見、早期治療及び生活習慣の改善を図る。

現状
継続

第1期計画の目標には達しなかったが、平
成23年度に比して、受診率3%増（受診者数
500人増）、特定保健指導実施率3％増と
なった。今後も受診率向上に向け、工夫と努
力していく

現状
継続

現状継続とする。国のワーキン
ググループの検証状況等を考慮
しながら、北広島市国民健康保
険第2期特定健康診査等実施計
画の目標達成に向け事業を実
施すること。

2

保健衛生推進支援事業 39 国保医療課 4,699 5,569 6,048

　健康づくりや健康意識の高揚を図るため、地域で推進
する健康増進活動、健康づくり・体力づくりを実施する実
行委員会等に交付金を交付する。
　また、インフルエンザ予防接種事業（65歳以上）を行う。

現状
継続

保健事業の実施は保険者の義務であること
から、今後も効果的な事業を検討しながら、
事業継続し、健康づくりを図りたい。

現状
継続

インフルエンザ予防接種助成事
業を除き、事業効果を検証しな
がら事業を実施すること。

3

　第２節　地域福祉の推進 298,271 191,170 261,972

　　１　地域福祉推進体制の充実 60,009 68,139 67,182

社会福祉等団体活動支援
事業

40 福祉課 59,814 67,360 63,698

  社会福祉増進のため各種団体へ補助金・交付金を交付
する。
（１）地域福祉の増進を図る。（社会福祉法人北広島市社
会福祉協議会交付金）
（２）民生委員児童委員の資質の向上や活動強化を図
る。（北広島市民生委員児童委員連絡協議会交付金）
（３）犯罪者の更生援護、犯罪予防のための啓発などの
実施。（恵庭地区保護司会北広島分区交付金）
（４）援護施策の情報提供、研修、戦没者追悼慰霊祭開
催。（北広島市遺族会補助金）

現状
継続

社会福祉、更生保護の推進は重要であり、
各団体の活動を支援するため継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

保健福祉諸計画推進事業 41 福祉課 195 779 2,121

　保健福祉諸計画（北広島市地域福祉計画、北広島市高
齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、北広島市障が
い者福祉計画・障がい福祉計画、北広島市次世代育成
支援対策推進行動計画、北広島市健康づくり計画）の策
定及び進行管理（実施状況の把握と評価）を行う。
　市民及び保健福祉医療関係者による委員会（保健福祉
計画検討委員会）を設置した。

現状
継続

　計画の策定及び事業評価をするもので、
現状継続とする。

現状
継続

現状継続とする。 3

地域福祉計画策定事業 42 福祉課 0 0 1,363

　地域における生活課題や福祉ニーズが多様化している
ことから、現在の地域における生活課題を把握し、必要な
福祉サービスや課題の解決に向けた施策を推進するた
め、地域福祉計画を策定する。

現状
継続

  地域における生活課題や福祉ニーズが多
様化していることから、現在の地域における
生活課題を把握し、必要な福祉サービスや
課題の整理を行うため、平成26年度に次期
計画の策定を行うため本事業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　４　国民健康保険事業の適正な運営

2



24年度 25年度 26年度 事業概要
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計
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　　２　地域福祉活動の推進 9,114 10,496 9,638

福祉バス運行事業 80 福祉課 9,114 10,496 9,638

　高齢者の生きがいづくりや障がい者の社会参加、福祉
団体の育成を促進し、福祉の向上を図るため、福祉バス
を運行する。
　車両は、車いす用リフトを備えた市所有の車両１台（運
行は委託）と、夏季のみバス２台の借上げにより確保す
る。

現状
継続

　高齢者団体等のニーズが高く、高齢者の
生きがいづくり、障がい者の社会参加や福
祉団体の育成を促進し、福祉の向上を図る
ことから継続していく。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　３　福祉環境の充実 229,148 112,535 185,152

福祉センター大規模改修
事業

72
こども発達支援
センター 0 0 169,780

　建築後28年以上経過しており、施設設備の老朽化への
対応と、心身障がい児者や高齢者の安全と利便性の向
上を図るため、大規模改修を行う。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

-

社会福祉施設整備支援事
業（債務負担行為）

92 福祉課 2,320 0 0
社会福祉施設の整備・促進を図るため、施設整備を行う
社会福祉法人に対し助成する。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
債務負担行為事業

-

老人福祉施設整備支援事
業

124 高齢者支援課 16,099 15,735 15,372
　老人福祉施設の整備・促進を図るため、施設整備を行
う社会福祉法人に対し助成する。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
債務負担行為事業

-

公的介護施設等整備支援
事業

125 高齢者支援課 78,729 60,800 0
　住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるように、
介護保険サービスの充実を図るため、公的介護施設整
備に対し交付金を交付する。

終了
現時点で今後の整備予定はないため終了
する。

終了
現時点で今後の整備予定はな
いため終了する。

-

共生型施設整備支援事業 0 高齢者支援課 32,000 36,000 0
北広島市の福祉の増進や地域の活性化の推進のため、
高齢者と障がい者や子どもとの共生型サービスを行う施
設の整備に対し、交付金を交付する。

終了
現時点で今後の整備予定はないため終了
する。

終了
現時点で今後の整備予定はな
いため終了する。

-

障がい者就労支援施設整
備支援事業

0 福祉課 100,000 0 0

　社会福祉法人北海道リハビリーの「リハビリー・おおぞら
工場改築事業」について、地域総合整備資金貸付対象事
業を活用し、財団法人地域総合整備財団を通じ当該工場
に係る改築資金を貸し付けることにより、障がい者雇用促
進や工賃の増加による地域の振興を図ることを目的とす
る。

終了
済
平成24年度にて事業終了

終了
済
施設整備が実施され、障がい者
雇用の促進が図られた。

-

　第３節　子育て支援の充実 1,799,207 1,779,200 1,768,632

　　１　子育て環境の充実 1,503,035 1,471,874 1,476,783

児童福祉施設入所措置事
業

46 児童家庭課 838 831 830

　①　経済的理由により入院助産を受けることができない
妊産婦に対し、指定助産施設での入院助産を援助する。
　②　支援の必要な配偶者のない女子とその者が監護す
べき児童を母子生活支援施設に入所させ保護するととも
に、自立を促進させる。

現状
継続

　生活保護受給者及び経済的困窮者には
援助が必要であることから、助産制度を継
続する。
　離婚や配偶者からの暴力などにより生活
が困難となった母子の保護と自立支援のた
め、母子生活支援施設入所措置事業を継
続する。

現状
継続

法令で義務付けされた命にかか
わる事業であり、現状継続とす
る。

2

広域入所児童委託事業 47 児童家庭課 2,526 2,720 889

　保護者が勤務先などの理由により他市町村での保育所
を利用する必要がある場合、保育所所在市町村又は当
該私立保育園と協定及び覚書を締結し、他市町村の保
育所で保育を実施する。

現状
継続

他市町村へ通勤する保護者にとって不可欠
な制度である。

現状
継続

現状継続とする。 2

認可外保育園運営費支援
事業

48 児童家庭課 7,040 7,380 7,307
　認可外保育園の経営安定及び地域の要保育児童を良
好な環境で安全に保育し健全育成を図るため、認可外保
育園の運営費を補助する。

現状
継続

他に保育施設のない西部地区での役割や
待機児童の受け皿としての役割を担ってお
り、補助は継続すべきである。

現状
継続

現状継続とする。 2

3
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保育園地域活動事業 50 児童家庭課 473 513 525

　保育所を地域に開かれた社会資源として地域住民に活
用してもらうため、地域の老人クラブとの交流や保育所入
所児童と地域の児童との共同事業など、需要に応じた幅
広い活動を行う。

現状
継続

　参加者の評価は非常に高く、継続すべきと
考える。

現状
継続

現状継続とする。 3

子育て支援短期利用事業 52 児童家庭課 415 450 450

　保護者の諸事情によって児童の養育が困難になった場
合や、配偶者等の暴力によって母及び児童の緊急保護
を必要とする場合、児童養護施設で児童等を一定期間養
育保護することとし、その養育保護に係る費用の一部を
助成する。（保護する施設に委託料として支払う。）
　利用期間（一回につき）　ショートステイ事業～７日以内
緊急一時保護事業～2日以内　トワイライトステイ事業～
６ヶ月以内
　（トワイライトステイ事業については、平成２３年度より市
内施設での対応が可能となった。）

現状
継続

　保護者の諸事情に対応した子育て支援事
業として、また、ＤＶ被害者に対するセーフ
ティーネットとしても活用できることから、今
後も児童養護施設と十分協議しながら継続
実施する。

現状
継続

緊急の保護を必要とする母子の
ために必要な事業であり、現状
継続とする

2

病児緊急預かり事業 53 児童家庭課 1,802 1,803 1,803

　共働き世帯やひとり親世帯の子育てを支援するため、
会員登録をした利用会員の児童が病気となったり、利用
会員が急な出張になった場合等に、同じく登録した協力
会員が有償ボランティアとして協力会員の家または利用
会員の家で児童を預かる相互援助の事業

現状
継続

今後も利用会員の増加が見込まれるため、
事業の周知に努めるとともに、協力会員の
確保を進めて、支援体制の充実を図る。

現状
継続

時代の要求に合った事業で、委
託により効率的に行われてお
り、現状継続とする。

2

ファミリーサポートセンター
事業

54
子育て支援セン

ター 3,065 3,254 3,193

　急な残業や子どもの病気などから、保育園で対応でき
ない突発的な保育ニーズなどに対応するため、地域にお
いて育児の援助を受けたい人と育児の援助を行える人に
よる相互の会員登録制の方法により、会員の自宅などで
育児の援助を実施する。

現状
継続

保育ニーズに応えるため協力会員の増加を
図る。

現状
継続

現状継続とする。引き続き協力
会員の増加に努めること。

3

私立認可保育園運営費支
弁事業

55 児童家庭課 439,475 438,103 411,978

　民間法人が保育の実施義務（児童福祉法第２４条）の
ある市町村に代わって認可保育施設を運営するための
児童福祉法の基準に基づき支弁する。　　（支弁額　基準
額の1/2国・1/4道・1/4市）

現状
継続

　保育の実施義務のある市町村（児童福祉
法第２４条）に代わって民間法人が認可保
育園を運営するための法定支弁であり、現
状維持が妥当。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2

私立認可保育園運営費支
援事業

56 児童家庭課 82,472 83,005 85,567
　私立認可保育園の安定経営を支援し児童の良好な保
育環境を確保するため、私立認可保育園に国の特別保
育事業に対する補助及び市単独の補助をする。

現状
継続

私立保育園の安定経営には不可欠であり、
国の新システムが構築されるまでは現状維
持が妥当。

現状
継続

現状継続とする。市単独補助の
内容については、常に検証する
こと。

3

保育園一時預かり事業 57 児童家庭課 5,562 5,777 5,770
　保護者の急病、家族の看護、育児疲れなどによる一時
的な保育需要に対応し、地域の子育て支援の充実を図る
ため、保育園において一時保育を実施する。

現状
継続

確実にニーズがあること、ほぼ全ての休日・
祝日の利用実績があること等から、継続実
施すべきである。

現状
継続

必要性の高い事業であり、現状
継続とする。

2

保育園民営化・活性化事
業

60 児童家庭課 0 0 6,100
　運営法人検討委員会を組織し公立保育園の民営化の
実施に向け検討を行い、市立保育園１園を民営化する。

現状
継続

市内保育需要の推移を踏まえ、今後の方向
性を整理していく。

現状
継続

国の動向を注視し、方向性が明
らかになった段階で、改めて検
討するものとする。

3

児童手当支給事業 61 児童家庭課 902,070 915,065 938,899
　次代の社会を担う児童の健やかな育ちを支援するた
め、支給要件に該当する児童を養育している親に児童手
当を支給する。

現状
継続

　法令で義務付けされた事業であり、現状継
続とする。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2

地域子育て支援センター
運営事業

62
子育て支援セン

ター 12,930 12,826 13,322

　子育てに関する不安感や負担感の軽減を図るため、親
子の触れ合いの場と親同士の情報交換の場として、地域
子育て支援センター「（愛称）あいあい」を運営し、子育て
家庭の孤立化を防止する。子育て中の保護者同士の出
会いとつながりを大切にし、地域の子育て仲間と楽しく子
育てに取り組めるように支援する。

現状
継続

現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 2

4
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シルバー子育てサポート
事業

66
子育て支援セン

ター 118 147 150

　 核家族や地域におけるつながりの希薄化などにより、
家族や地域の中で子育ての経験や知恵を持つ人の手助
けが求めにくくなっていることから、子育て中の親子とシ
ルバー子育てサポーターが出会い、子どもに関する悩み
を聞いてあげたり、生活の知恵や昔あそびの伝承を通
し、乳幼児の健やかな成長を支援することを目的としてい
る。

現状
継続

事業の方法や方向性を現状のままとする。
現状
継続

現状継続とする。 3

輪厚保育館改修事業 70 児童家庭課 7,151 0 0
築30年以上となっている輪厚保育館の内部改修を行い、
そこで無償貸与にて保育を実施する認可外保育園の保
育環境の改善を図るもの。

終了
済
平成24年6月末に修繕完了し、7月より保育
開始

終了
済
事業は適切に実施され、保育環
境の改善が図られた。

-

保育所緊急整備事業 160 児童家庭課 37,098 0 0
保育環境の改善を目的に、床・壁・厨房・トイレ・照明・窓
等の大規模内部改修を行う。　実施保育施設：大曲はだ
かんぼ保育園

終了
済
平成24年6月に事業完了

終了
済
事業は適切に実施され、保育環
境の改善が図られた。

-

　　２　ひとり親家庭への支援 283,649 288,020 279,480

児童扶養手当支給事業 63 児童家庭課 266,094 269,606 271,438
　離婚等により父子・母子家庭となった世帯の生活の安
定及び児童の福祉向上を図るため、父又は母（養育者）
に児童扶養手当を支給する。

現状
継続

離婚率が高止まりしていることや未婚出生
による母子家庭増加もあり、必要性・重要性
が増している経済支援制度である。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2

ひとり親家庭支援事業 64 児童家庭課 15,026 15,806 5,458

ひとり親家庭の生活の安定のため次の支援を行う。
①一時的に生活援助又は子育て支援が必要なひとり親
家庭に対し、家庭生活支援員派遣による食事づくり等の
支援を行う。（ひとり親家庭日常生活支援事業実施要綱）
②母子家庭の母の就業を支援するため教育訓練給付金
を支給する。（母子自立支援教育訓練給付金事業実施要
綱）
③母子家庭の母が看護師・保育士・作業療法士等の資
格取得のため、２年以上の養成課程で修業する場合に高
　等技能訓練促進費等給付金を支給する。（高等技能訓
練促進費等事業実施要綱）

現状
継続

 高等技能訓練等の給付金は雇用の安定に
結びついており、家庭生活支援員派遣も年
による変動はあるが、一定のニーズがある。
このため、各種相談や児童扶養手当の申
請、現況届通知の機会を活用して制度の周
知、ニーズの掘り起こしに努め、ひとり親家
庭への支援を継続する。

現状
継続

現状継続とするが、その効果に
ついては引き続き把握すること。

2

母子自立支援相談事業 65 児童家庭課 2,529 2,608 2,584

　母子家庭等及び寡婦の福祉の増進を図るため、母子自
立支援員が母子家庭等と寡婦の住宅・家庭紛争・医療・
子育て等の生活や求職活動・就業、経済支援等の問題
に関し、必要な相談、指導、支援を行う。また、ＤＶ被害者
に関する相談、支援を行う。

現状
継続

　母子家庭等の生活一般相談・就職相談・
母子福祉資金の貸付相談・DV相談と多種
多様な内容で多くの相談件数があり、関係
機関との連携を強化しながら継続して実施
する。

現状
継続

現状継続とする。 2

　　３　児童の健全育成 6,371 12,282 5,265

児童館整備事業 18 児童家庭課 0 6,902 0
　次代を担う児童が健やかに成長するための環境づくりと
して、各地域に健全育成の拠点となる児童館を設置す
る。

現状
継続

子どもたちが遊びや学習を通じて健やかに
成長できる場として、各地域で児童館の整
備が望まれており、未整備地域に整備する
必要がある。

現状
継続

未整備地区への対応を引き続き
検討すること。なお、児童館の運
営にあたっては、効率的で質の
高いサービスを提供するため、
民間委託等を行うこと。

3

5
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家庭児童相談室運営事業 69 児童家庭課 5,172 5,380 5,265

　 適正な児童養育の確保、要保護児童等の福祉の向上
のため、家庭児童相談員が児童の虐待、養育問題など
家庭だけでは解決できない問題等について専門的相談
支援や指導などを行う。

現状
継続

児童虐待通報による４８時間以内の安全確
認や要保護児童とその家庭への支援検討、
養育問題などの相談において、関係機関と
の連携や実務者の研修を強化するととも
に、児童虐待防止の広報啓発活動を推進す
る。

現状
継続

現状継続とする。 2

子どもの権利啓発事業 0 児童家庭課 1,199 0 0
　子どもの権利について市民の理解を深め、子どもたち
が夢と希望を持ち幸せに暮らせるまちづくりを進める。

終了
済

平成25年4月から子どもの権利条例が全面
施行となるため、子どもの権利救済委員会
の運営及び子どもの権利推進委員会の運
営とともに子どもの権利擁護事業で子ども
の権利啓発を実施する。

終了
済

事業を引き継ぐ子どもの権利擁
護事業において、条例の目的が
達成できるよう取組を進めるこ
と。

-

　　４　療育指導の充実 6,152 7,024 7,104

こども発達支援・デイサー
ビス事業

73
こども発達支援
センター 6,152 7,024 7,104

　発達の遅れや偏り、障がいのある子どもに対し「気にな
る」段階から、子どもに対しての直接支援、家族や地域を
含めた間接支援を行う。
　（１）児童発達支援・放課後等デイサービス　（心身に発
達の遅れや障がいを持つ子どもたちの通所支援）
　（２）こども発達相談支援事業　（発達相談・地域関係機
関支援）

現状
継続

今後の事業体系整備に向け、利用者や地
域のニーズや新制度の動向を把握し、継続
課題である「市民・関係機関へのPR」「学齢
児支援」「発達障害の早期発見・早期療育」
の検討を進めていく。

現状
継続

児童発達支援・放課後等デイ
サービスに係る利用者負担のあ
り方について検討すること。

2

　第４節　障害福祉の充実 1,384,361 1,440,133 1,679,449

　　１　地域生活支援の充実 1,333,503 1,386,069 1,617,166

障がい者自動車運転免許
取得・改造事業

74 福祉課 200 400 400
　障がい者の社会参加の促進、就労支援を図るため、自
動車運転免許の取得や自動車の改造に要する経費への
助成を行う。

現状
継続

　免許取得及び自動車改造費の助成は、障
がい者の社会参加を促進し、自立した地域
生活を支援するものであることから、継続し
てサービスを提供する。

現状
継続

障がい者にとって重要度の高い
事業であり、現状継続とする。

2

障がい者地域活動支援セ
ンター事業

75 福祉課 29,049 27,097 27,072

　障がい者の社会参加や自立の促進を図るため、障がい
者地域活動支援センターとして創作活動、生産活動及び
日中活動を行う法人に対し、運営にかかる経費を支援す
る。

現状
継続

一般就労や福祉的就労に至らない障がい
者の日中活動等に重要な事業であり、今後
も各センターの事業内容により市の補助基
準との整合性を図り支援する。

現状
継続

地域生活支援事業の必須事業
であり現状継続とするが、必要
数、内容については引き続き検
討すること。

2

移送サービス事業 78 福祉課 7,541 7,780 7,920
  一般の交通機関を利用することが困難な在宅の重度身
体障がい児・者及び高齢者に対し、医療機関への通院、
入退院及び装具等の判定機関への送迎を行う。

現状
継続

一般の公共交通機関を利用することが困難
な障がい児・者等に対するサービスであり、
継続してサービスを提供する。

現状
継続

現状継続とする。効率的な事業
実施方法について検討するこ
と。

3

障がい者介護・訓練等給
付事業

82 福祉課 1,121,644 1,169,392 1,387,258

　障がい児・者等の地域生活と社会参加を促進するた
め、ヘルパーによる介護、施設や事業所での就労・作業・
創作活動、就業訓練、リハビリ、児童の療育、施設への
入所・短期間の入所、共同生活住居などのサービスを提
供し、自立した生活を支援する。

現状
継続

　障害者総合支援法・児童福祉法に基づく
法定事業であり、継続してサービスを提供す
る。

現状
継続

障がい者の自立に最低限必要
なサービスであり、現状継続とす
る。

2

障がい者補装具支給事業 84 福祉課 24,237 24,797 23,134
　日常生活の負担を軽減し安定と利便を図るため、身体
障がい児・者に補装具を給付または修理を行う。

現状
継続

　補装具の給付は、日常生活を支えるた
め、障害者総合支援法に義務付けられた事
業であり、今後も継続してサービスを提供す
る。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2

障がい者更生医療給付事
業

85 福祉課 40,384 41,274 42,276
　身体障がい者が、自立した日常生活または社会生活を
営むことができるよう、その障がいの除去、軽減を図るた
めに必要な医療に要する費用を助成する。（更生医療）

現状
継続

　法令で義務付けされた事業であり、現状継
続とする。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2

障がい者地域生活支援給
付事業

86 福祉課 51,008 59,258 67,658

　障がい児・者の地域生活及び社会参加を促進するた
め、ヘルパーが付き添い外出を支援する移動支援、施設
において一時預かりや入浴を行う日中一時支援、低額な
料金で居住の場を提供する福祉ホーム事業を実施する。

現状
継続

障がい児・者の自立した地域生活を支援す
る事業であり、継続してサービスを提供す
る。

現状
継続

障がい者の自立に必要な事業
であり、現状継続とする。

2

6



24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

障がい者相談支援事業 87 福祉課 32,995 33,440 33,281

　障がい児・者が自立した生活を営むことができるよう、
障がい児・者、保護者又は介護者の相談支援を行う。生
活支援、就労支援、権利擁護（成年後見制度利用や障が
い者虐待）に関する相談業務等を行う。
　また、北広島市障がい者自立支援協議会において、相
談支援事業の運営に関する協議や関係機関によるネット
ワークの構築等に関する協議を行う。

現状
継続

障がい者数は年々増加する見込みであり、
求められる支援も多様化していることから、
相談支援事業の役割はますます重要であ
る。関係機関による連携体制の構築や就労
支援、権利擁護などに関する相談・支援を
継続する。

現状
継続

現状継続とする。 2

障がい者日常生活用具給
付等事業

88 福祉課 15,529 16,891 18,365
　日常生活の円滑化と利便性を向上し、家族の負担を軽
減するため、重度障がい児・者等に日常生活用具を給付
する。また、自助具を給付する。

現状
継続

　障害者総合支援法に基づく地域生活支援
事業の必須事業であり、障がい児者の在宅
生活を支援するものであり、継続してサービ
スを提供する。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2

障がい者コミュニケーショ
ン支援事業

89 福祉課 4,787 5,230 5,340

　聴覚、言語機能、音声機能、視覚の障がい者が、日常
生活を円滑に行えるように手話通訳者や要約筆記者の
派遣、点字や声の広報の発行等を行う。また手話通訳者
等の養成講座を実施する。

現状
継続

　コミュニケーションを図ることが困難な方を
支援するものであり、障害者総合支援法基
づく地域生活支援事業の必須事業であるこ
とから、継続してサービスを提供する。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2

障がい者福祉計画・障が
い福祉計画策定事業

105 福祉課 0 0 2,745

　社会環境の変化や新しい福祉ニーズに対応した障がい
者のための施策を明確にし、具体的な体制づくりやサー
ビスなどを確保するための方策等を定める計画を策定す
る。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

障がい者医療的ケア支援
事業

106 福祉課 311 510 1,717

　日常的にたん吸引や胃ろう管理などの医療的ケアを必
要とする在宅の重症心身障がい児・者について、地域活
動支援センターや日中活動を行う場所へ看護師を派遣
し、医療的ケアを行い、重症心身障がい児・者の社会参
加を保障するとともに、家族の負担軽減を図る。

現状
継続

　重症心身障がい児・者の社会参加の促進
及び保護者の負担軽減に有効であり現状
継続とする。

現状
継続

現状継続とする。 2

障がい者福祉電算システ
ム更新・改修事業

108 福祉課 5,818 0 0

　障がい者制度改革に対応した各種サービスを提供する
ため、機器やソフトウェアの保守・サポート期限が切れる
現システムを更新し、新たな障がい者福祉電算システム
を構築する。

終了 平成25年度にて事業終了予定 終了
制度改正に対応したシステムの
運用が図られた。

-

　　２　社会参加の促進 50,858 54,064 62,283

障がい者等交通費助成事
業

79 福祉課 13,617 14,166 14,543
　重度障がい児・者の外出支援と負担軽減を図るため、タ
クシー利用費用または自動車燃料費用の一部を助成す
る。

現状
継続

　外出の負担軽減を図ることにより、障がい
児・者の社会参加につながる事業であり、助
成額等も現状維持で継続してサービスを提
供する。

現状
継続

現状継続とする。対象者と助成
額については引き続き検討する
こと。

2

障がい者雇用創出事業 83 職員課 6,952 9,089 10,877

　「障害者の雇用の促進等に関する法律」の趣旨に基づ
き、障がいのある方が自立して健やかに暮らせるように
支援するため、就労に必要な知識、能力の習得をするた
めに、その意欲や能力に応じた就労の場を提供するもの
である。

現状
継続

　当市非常勤職員任期満了後、一般企業等
への就職につながるよう関係機関・関係部
署等の連携を通じて、障がい者就労に関す
る情報共有を図るとともに、日常の業務内
容を精査し、個々のスキルアップを図ってい
く必要がある。

現状
継続

現状継続とする。任期満了と
なった非常勤職員が、将来の就
労につながるよう、引き続き事業
内容について検討すること。

3

精神障がい者社会復帰訓
練通所交通費助成事業

91 福祉課 2,617 2,726 2,575

　精神に障がいがある方の日中活動を支援し、社会復帰
及び社会参加を促進するため、社会復帰施設等に通所
する際の公共交通機関の交通費を支援する。（身体障が
い者及び知的障がい者には公共交通機関の割引制度が
ある）

現状
継続

　本助成事業は、他の障がい種別との公平
性を図っているものであり、制度が確立する
までは継続して事業を実施する。

現状
継続

他の障がい種別との公平性が
図られるまでは継続実施とす
る。

2

特別障害者手当等支給事
業

93 福祉課 26,041 26,440 30,862
　重度障がい児・者等の生活の安定を図り、各種福祉
サービスの利用を促進するため、手当を支給する。

現状
継続

　法令で義務付けされた事業であり、現状継
続とする。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

心身障がい児・者通所施
設運営支援事業

94 福祉課 908 909 2,692

夏季長期休暇中及び年末時期において、障害者支援施
設の一部開放や、レクリエーション施設等の活用により、
障がい児者の体験活動及び日中活動を行い、障がい児
者の社会参加の促進、保護者の負担軽減をはかる。ま
た、事業の実施にあたっては、市民ボランティアに参画し
てもらい、障がい福祉に対する市民の理解を深めることを
目的とする。

現状
継続

　夏季長期休暇及び年末時期の開放等事
業の実施は、大変好評であり、事業の実施
にあたっては市民ボランティアを活用するな
ど、市民等への障がい福祉の理解に大きく
貢献していることから、今後も継続して事業
を実施する。

現状
継続

事業目的を達成するため、今後
も工夫を重ね実施すること。

3

障がい者団体活動支援事
業

95 福祉課 723 734 734
　障がい児・者の団体活動を活性化し社会参加と自立の
促進を図るため、障がい者団体の活動を支援する。

現状
継続

　各団体の活動内容について、妥当性や必
要性について検証を行ったが、活動内容は
障がい児者の安心した地域生活に必要であ
る。また、平成25年度から障害者総合支援
法（障害者自立支援法）市町村地域生活支
援事業において、障がい当事者や保護者が
主体的に行う事業が必須化されている。

現状
継続

現状継続とする。特定の者のみ
でなく多くの障がい者や地域住
民等が関わるような事業となる
よう、工夫すること。

3

　第５節　高齢者福祉・介護の充実 150,603 183,969 188,518

　　１　生きがいと社会参加の促進 16,598 23,580 28,949

高齢者保健福祉計画・介
護保険事業計画策定事業

97 高齢者支援課 0 3,355 3,635

　高齢者保健福祉計画・第5期介護保険事業計画は、「住
み慣れた地域でのニーズに応じた切れ目ないサービスの
提供」・「地域支え合い体制づくり」・「高齢者の社会参加
の促進」を基本目標に介護保険事業の適切かつ円滑な
運営と高齢者に関する各種保健施策を推進するもの。
　また、この計画は、平成２４年度を初年度とし、平成２６
年度を目標年度とする計画としている。

現状
継続

平成24年度においては、現計画の事業の進
捗状況を確認し、課題の解消を図りながら、
着実な計画の遂行に努めた。平成25年度は
新たな計画策定のため準備のためのアン
ケートを行う。

現状
継続

現状継続とする。 3

長寿祝福事業 98 高齢者支援課 450 700 1,450
　長寿を祝福するとともに、社会に貢献した労をねぎらう
ため、祝金を贈呈する。

現状
継続

長寿を祝福し、社会貢献をねぎらうお祝い金
の贈呈は意義深いことから、現状継続とす
る。

現状
継続

現状継続とする。 3

ミニデイサービス支援事業 99 高齢者支援課 4,418 4,893 5,476
　高齢者を対象とした地域福祉活動を推進するため、ミニ
デイサービスを実施する団体に会場費やボランティア
保険費用などを助成する。

現状
継続

高齢者を対象とした健康の保持や閉じこもり
防止につながる取り組みを行うボランティア
団体を支援し、生きがいと社会参加の促進
を図る。今後も登録団体や利用者の拡大を
図るため、制度の普及と周知に努める。

現状
継続

市民ボランティアによる継続した
活動は、効果的と考えられ現状
継続とする。

2

ふれあい温泉事業 101 高齢者支援課 8,036 10,351 14,553

　65歳以上の高齢者に対し、社会参加の促進及び交流
機会の提供を図り、温泉の効用による健康増進や介護予
防のため温泉施設の入浴助成を行う。また、老人クラブ
などの団体に対し、健康にかかる講話や健康相談を実施
する。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

高齢者サービスガイド作成
事業

112 高齢者支援課 385 489 498

　高齢者が地域で安心して暮らせるよう適切な介護など
のサービスの利用、各種福祉制度・相談窓口、社会参加
への促進などを紹介したガイドブックを作成し、高齢者に
配布する。

現状
継続

高齢者への情報提供は必要であり、継続し
て実施する。また、有料広告掲載の募集に
ついても引き続き行う。

現状
継続

現状継続とする。 3

老人クラブ活動支援事業 117 高齢者支援課 3,309 3,792 3,337

　高齢者の知識及び経験を生かした生きがいと健康づく
りの活動を支援するため、老人クラブ連合会に補助金を
交付する。（各地区の老人クラブ（単位老人クラブ）は、連
合会から支援される。）
　また、新設の老人クラブに対し、備品を貸与する。

現状
継続

老人クラブ連合会等の活動は、生きがいづ
くり活動や高齢者の社会参加の促進などに
多いに貢献している。また、新設の老人クラ
ブへの備品貸与は、団体の円滑な活動を助
長することから継続する。

現状
継続

現状継続とする。平成23年度監
査の指摘を十分にふまえ執行す
るほか、加入率を高めるように
努めること。

3
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　　２　介護予防と自立の支援 31,915 36,517 35,435

介護予防推進事業 114 高齢者支援課 16,402 18,451 17,303

　
   要介護状態の防止のため、高齢者支援センター等によ
る出前講座、訪問活動などにより、介護予防対象者を把
握するとともに、高齢者の健康維持・増進を図るため、生
活習慣病予防等の講演会、転倒予防のための健康運動
教室、認知症予防のための脳の健康教室などを開催す
る。
　また、50歳以上の男性を対象に、調理実習など家事全
般の講話や実技などを行うことにより、自立した生活が送
れるよう生活講座を実施する。

現状
継続

住み慣れた地域で自立した生活が続けられ
るよう、介護状態となることを予防する。ま
た、介護予防に関する知識の普及・啓発を
行い、自発的な介護予防に関する活動が地
域で広まるよう、事業を継続して実施する。

現状
継続

現状継続とする。 2

二次介護予防事業 121 高齢者支援課 14,931 17,616 17,682

　介護が必要な状態になるおそれの高い高齢者を対象
に、生活機能の維持・向上・改善につなげる各種事業を
実施する。また、孤立感の解消や、自立生活の支援を図
るため、生きがいデイサービスを実施する。

現状
継続

介護保険制度の運営上、介護が必要な状
態にならないこと、または少しでも遅らせる
必要性は高い。改めて、利用しやすい効果
的な実施方法を検討しながら、介護予防の
推進を図る。

現状
継続

効果・効率の面から事業の改善
は行われており、現状継続とす
る。

2

介護予防住宅改修事業 138 高齢者支援課 582 450 450

　自立しているものの生活機能の低下があり、転倒の危
険が心配される二次予防事業対象者と認定された高齢
者等が、手すりや段差解消などの住宅改修を行う際の費
用を助成する。

現状
継続

二次予防事業対象者が、自立した在宅生活
を送るために有効な住宅改修を支援するた
め現状継続とする。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　３　介護サービスの充実 9,343 11,522 12,996

介護従事者フォローアップ
研修事業

137 高齢者支援課 250 250 250
　市内の介護事業所の機能充実や介護サービスの充実
を図るため、従事者の相互連携、情報交換、資質の向上
のための研修会を実施する。

見直
し

　民間と行政が一体となって、介護保険の円
滑な運営推進のための体制づくりを検討し
ていく必要があるが、研修のあり方について
検討する。

見直
し

小規模事業所の資質向上に有
効であるが、研修会の講師謝礼
は事業者が負担すべきという観
点で見直しを検討すること。

4

住宅改修介護サービス事
業

139 高齢者支援課 160 300 300

　住宅改修を円滑に推進するため、介護支援専門員（ケ
アマネジャー）業務のうち介護報酬対象外である住宅改
修申請書に添付する理由書作成業務に対し、手数料を
支援する。

現状
継続

在宅生活を継続するうえで重要なサービス
の１つである住宅改修を円滑に進めるた
め、各事業者の果たす役割が重要であるこ
とから、継続して実施する。

現状
継続

現状継続とする。 3

家族介護支援事業 140 高齢者支援課 8,765 10,508 11,982

　介護する家族の労をねぎらうための介護慰労金の支
給、高齢者等が健全で安らかな生活を営むことができる
よう紙おむつの費用の一部助成、一時帰宅中に利用する
居宅サービスに係る費用の一部を助成し、家族の負担軽
減を図るとともに在宅生活の向上や支援を図る。また、高
齢者を介護している家族のため、介護知識の普及を行
う。

現状
継続

介護する家族の介護負担を軽減するととも
に高齢者の在宅生活の向上を図るために
必要な事業であることから、現状継続とす
る。

見直
し

各種事業のうち家族介護慰労事
業については、現在の受給者へ
の影響を考慮しながら見直すこ
と。

4

介護サービス利用者負担
額軽減事業

144 高齢者支援課 168 464 464

　65歳到達によって障害者自立支援法の対象から介護
保険法の対象へ移行することとなり、移行前まで自己負
担なしで利用できたサービスが移行後は自己負担（1割）
が生じるので、負担軽減のためその分を助成する。
　生活困窮者に対し利用者負担額を軽減することにより、
介護サービスの利用促進が図られることを目的として、社
会福祉法人に助成している。

現状
継続

　障害者及び生活困窮者が必要なサービス
の提供を受けることができるよう、事業を継
続していく。

現状
継続

低所得者の介護サービスを確保
するために必要な事業であり、
現状継続とする。

2

　　４　地域支援体制の推進 92,747 112,350 111,138

高齢者支援サービス事業 118 高齢者支援課 25,757 33,350 35,173
　高齢者等が在宅で安心して日常生活を送ることを支援
するため、介護保険サービス以外の事業を実施する。

現状
継続

現状継続とするが、受益者負担割合につい
て検討していく。

現状
継続

現状継続とするが、受益者負担
割合について検討すること。

3
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

地域包括ケア推進事業 127 高齢者支援課 86 108 123

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる
地域づくりのため、４地区の高齢者支援センターが地域ケ
ア会議を開催する。また、各地区の地域ケア会議構成員
の知識向上、情報交換、啓発活動のため市にて全体会を
開催する。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

高齢者総合相談支援事業 128 高齢者支援課 9,675 12,138 10,196
　高齢者やその家族が安定した生活を送ることができる
ように、健康や生活、福祉、介護に関する相談を行う。

現状
継続

今後も高齢者データバンクを活用して高齢
者支援センターと情報共有を図りながら、高
齢者の多様な相談に継続的、包括的に対応
する。

現状
継続

現状継続とする。 2

地域包括支援センター運
営事業

130 高齢者支援課 49,175 55,163 54,794
　高齢者の心身の健康保持及び生活の安定のため、保
健医療福祉制度や介護保険サービス・地域の社会資源
等の活用・調整を行い、高齢者の在宅生活を支援する。

現状
継続

地域包括支援センターは、法令上市町村で
設置することとされており、介護保険法にて
包括ケアシステムを推進するための中核機
関としての機能が求められ必要性が高いた
め、現状継続する。

現状
継続

法令で設置することとされた事
業であり、現状継続とする。

2

高齢者虐待防止ネットワー
ク事業

131 高齢者支援課 75 129 129
　高齢者及び養護者の権利が擁護され、住み慣れた地
域で尊厳ある暮らしを維持できるよう、高齢者虐待の防
止と早期発見・早期対応を図る。

現状
継続

現状継続とするが、虐待防止や事業のさら
なる周知活動を進めていく。

現状
継続

現状継続とするが、虐待防止や
事業のさらなる周知活動を進め
ること。

2

地域支え合い体制づくり事
業

132 高齢者支援課 7,867 10,244 9,572

　地域包括ケアを推進するため、認知症地域支援推進員
を配置、さらに認知症高齢者と家族を支援するための認
知症支え合い員を育成し、家庭への派遣、相談体制の充
実、関係機関との支援ネットワークの構築により認知症
の高齢者及びその家族を総合的に支援する。

現状
継続

今後も、高齢者が住みなれた地域で安心し
た生活を続けるためには地域包括ケアを推
進することが必要である。市内の各事業所
や自治会、老人クラブ等へチラシ配布や面
談を実施し、周知活動を図った。

現状
継続

現状継続とするが、引き続き事
業の周知を図ること。

2

成年後見制度利用支援事
業

141 高齢者支援課 48 966 907

 判断能力が不十分な高齢者が不利益を被ったり、悪徳
商法の被害者となることを防ぎ、財産管理や日常生活に
おける契約を行うときなどの権利を擁護し、安心して生活
できるよう支援する。

拡大
市民後見人の養成を図り、今後の権利擁護
支援体制の整備と充実を図る。

拡大

市民後見人養成の重要性から
拡大とするが、市民後見人の活
動支援体制については、効率的
な実施となるよう十分な検討を
行うこと。

1

認知症支え合い事業 149 高齢者支援課 64 252 244

　認知症の方が住み慣れた地域で安心した在宅生活を
送るため、徘徊時に対応するGPS通信端末の費用助成
や関係機関の協力のもとでのSOSネットワーク体制づくり
を進める。また、地域での認知症理解を深めるため、団
体等に対して認知症サポーター講座を開催する。

現状
継続

高齢社会の進展により、認知症高齢者の増
加が見込まれており、認知症の方が住み慣
れた地域で安心して生活するために必要な
サービスであり、継続して実施する。

現状
継続

現状継続とする。 3

　第６節　社会保障制度の充実 1,304,258 1,359,747 1,409,720

　　１　低所得者援護の充実 1,010,515 1,039,478 1,094,618

住宅手当緊急特別措置事
業

133 福祉課 636 1,688 0

　国の離職者に対する支援対策の一環として、離職者の
生活の安定と求職活動支援の拡充・強化のため、対象者
に生活保護の住宅扶助基準額と同額を最長9か月間給
付する。国の要請により全国で実施されている事業であ
る。（実施主体は福祉事務所）

現状
継続

事業終了時期が不明確であるが、国の要請
により全自治体が実施する事業であり、現
状継続とする。

現状
継続

現状継続とする。 2

生活保護費等支給事業 142 福祉課 1,009,879 1,037,790 1,094,618

　最低生活を保障するとともに、自立を助長するため、困
窮の程度に応じ必要な支援を行う。
　また、永住帰国した中国残留邦人等の自立の助長のた
め、支援給付費の支給を行う。

現状
継続

　国の法定受託事務として継続する。
現状
継続

現状継続とする。 2
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　　２　医療援護の推進 293,743 320,269 315,102

重度心身障がい者医療費
助成事業

145 国保医療課 150,381 153,207 149,322
　心身に重度の障がいを持つ方に対して、保健の向上及
び福祉の増進、経済的負担の軽減を図るため、医療費の
一部を助成する。

現状
継続

　医療費の助成により、重度心身障がい者
の保健の向上に資し、福祉の増資が図られ
ることから現状継続とする。

現状
継続

現状継続とする。 2

ひとり親家庭等医療費助
成事業

146 国保医療課 30,199 31,651 26,336
　ひとり親家庭等の健康の増進や経済的負担の軽減を
図るため、医療費の一部を助成する。

現状
継続

対象者は限定されているが、医療費の助成
により、ひとり親家庭等の保健の向上に資
し、福祉の増進が図られることから、現状継
続とする。

現状
継続

現状継続とする。 2

子ども医療費助成事業 147 国保医療課 112,850 134,441 138,474
　乳幼児等の疾病の早期受診、早期治療を促進し、保健
の向上及び福祉の増進、経済的負担の軽減を図るため、
医療費の一部を助成する。

現状
継続

医療費助成は、子どもの保健の向上及び福
祉の増進、経済的負担の軽減に資するため
継続した取り組みが必要である。また、社会
経済情勢の変化や、少子化などの状況から
医療費助成の拡大、子育て環境の充実の
要望も高く、子どもの健やかな成長と子育て
環境の充実に資するため、小学生の通院時
自己負担の助成について検討する。

現状
継続

現状継続とする。助成範囲の拡
大については、必要性や効果等
を十分に検討すること。

2

重度心身障がい者等通院
交通費助成事業

148 国保医療課 313 970 970
　経済的負担を軽減し、福祉の増進を図るため、通院等
に要する費用の一部を助成する。

現状
継続

重度・ひとり親医療費受給者の慢性疾患等
による通院費用等の経済的負担を軽減し福
祉の増進を図ることから、事業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

第２章　人と文化を育むまち 1,413,104 618,067 1,336,896

299,853 252,040 240,456

　　１　幼児教育の振興・充実 88,390 97,617 90,186

幼稚園就園奨励費事業 200 児童家庭課 80,232 89,423 81,972
　私立幼稚園に通園する市内在住園児の保護者に入園
料、保育料等の減免措置を行う幼稚園の設置者に対し減
免措置分を支援する。

現状
継続

就園者に対する対象者率も高く、保護者負
担の軽減に寄与しており、現状を維持すべ
きである。

現状
継続

現状継続とする。 2

幼稚園就園準備支援事業 201 児童家庭課 1,112 1,148 1,168
　幼稚園の実施する満2歳児を対象とした子育て支援事
業の参加に対する、保護者負担を支援する。

現状
継続

　市単独事業であるが、子育て支援の一つ
として定着している事業であり、現状継続と
する。

現状
継続

現状継続とするが、事業効果に
ついて検証する必要がある。

3

幼稚園協会連携事業 202 教育総務課 160 160 160
　市内私立幼稚園8園の連携、協力体制を強化し、幼児
教育の振興を図るため、幼稚園協会を支援する。

現状
継続

　市内私立幼稚園の連携により、幼児教育
の資質向上が図られ、また、小学校への入
学をスムーズにさせることが見込まれるこ
と、また、育成型の補助金ではあるが、子ど
もを取り巻く情勢は常に変化しており、交付
金的要素の強い補助金であることから今後
も継続する。

現状
継続

現状継続とする。幼稚園の資質
向上事業に係る経費に対する補
助であることから常に効果を検
証すること。

3

幼稚園振興事業 203 教育総務課 6,886 6,886 6,886
　幼児教育の振興と保護者の負担軽減を図るため、幼稚
園教員に対する研修、幼児教育における教材教具の整
備、障がい児の受け入れに係る経費を助成する。

現状
継続

幼稚園教育の振興と保護者の負担軽減を
図るため、継続していくことが必要である。
事業内容については、交付基準により補助
金を交付している。

現状
継続

現状継続とする。 3

　第１節　「生きる力」を育む学校教育の推進
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　　２　豊かな心を育む教育の充実 24,338 29,759 26,699

心の教室相談事業 250 青少年課 5,916 6,190 6,020
　児童生徒の問題行動の抑制やいじめの未然防止と早
期発見を図るため、市立小中学校に相談員を配置して、
児童生徒等の悩みや不安、ストレス等の解消を図る。

現状
継続

児童生徒等の悩みや不安、ストレス等の解
消を図るとともに、いじめや不登校の未然防
止と早期把握に努めるため、心の教室相談
員の配置を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

創意発明工夫展・書写展
事業

252 青少年課 186 180 187
　科学技術への興味関心を高め児童生徒の創意・創造
性の育成と、日本伝統の毛筆・硬筆を通じて児童生徒の
個性の伸長と豊かな情操を養う。

現状
継続

児童生徒の情操を養い、創造性を育成する
ための事業であることから継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

学校教育振興事業 301 教育総務課 7,534 7,534 7,534

　児童生徒の「生きる力」を育み、自ら課題を見つけ、主
体的、創造的に取り組む資質を養う総合学習や、学校の
創意工夫を活かした特色ある学校づくり、職業体験を通し
て社会人としての自立意識を育てるインターンシップ事業
を推進するため、各校の教育振興協議会に補助金を交
付する。

現状
継続

　児童生徒の学習意欲の向上を図るために
は必要な事業であり、各学校では創意工夫
をした事業が展開され、特色ある教育活動
や地域との連携強化にもつながっていること
から今後も継続していく。他の事業との関連
を図りながらより効果的に活用するため検
討していく必要がある。

現状
継続

現状継続とする。教育活動や地
域との連携のための補助という
類似性があることから、学校支
援地域本部事業の学校支援ボ
ランティア運営費交付金と本補
助金との統合による予算の有効
活用を検討すること。

3

心の教育推進事業 302 学校教育課 21 4,931 60

　子どもたちに基本的な生活習慣や規範意識を身に付け
させるとともに、自尊感情や他人への思いやり、生命を尊
重する心、公共の精神など、道徳の時間などを中心に豊
かな心を養う教育の充実に取り組む。

現状
継続

　心の教育は、人づくりの根幹をなすもので
あり、児童生徒の豊かな心を育むため、家
庭、地域と連携した道徳教育の充実を今後
も進めていくとともに、より充実した内容の教
材等の提供を行う。

現状
継続

現状継続とする。 3

学校図書整備事業 303 学校教育課 10,681 10,924 12,898

　児童生徒の読書活動や自発的・主体的学習の拠点とな
るように学校図書館を整備し、学校における児童生徒の
読書活動の推進を図る。また学校図書館管理を電算デー
タベースで管理できるようにし、学校図書センターを拠点
として学校図書の充実を図る。

拡大
新刊本の購入、蔵書の質の向上など引き続
き充実を図りつつ、長期的な学校図書館活
用の展望を持つ。

現状
継続

現状継続とする。学校司書につ
いては配置する効果や必要性に
ついて十分検証すること。

3

　　３　確かな学力を育てる教育の充実 9,926 8,107 8,074

授業補助員活用事業 205 社会教育課 2,231 0 0
　授業への関心度・理解度を高め、よりわかる授業の展
開、学力向上を図るため、授業補助員を配置する。

統合
済
  平成25年度から学校支援地域本部事業に
統合し実施している。

統合
済

平成25年度から学校支援地域
本部事業に統合し実施してい
る。

-

学校教育相談員活用事業 304 学校教育課 2,450 2,459 2,448

　教育委員会事務局に学校教育相談員を配置し、小中学
校における教育課程や各学校における課題に対する指
導助言、その他専門的な指導をすることにより、適切かつ
円滑な学校運営を図る。

現状
継続

本市または学校ごとに独自の教育課題があ
り、その課題解決に向けた助言や研修計
画、施策の検討などを行うために学校教育
に対する専門的知識や経験豊富な人材を
今後も継続して配置することは必要である。

見直
し

専門性を要する業務内容は認
めるが、石狩教育局や教育研究
会との連携により、対応が可能
かどうか検討すること。

4

学力向上推進事業 306 学校教育課 5,245 5,648 5,626

　市全体の学習状況を捉え、児童生徒の学習の課題を明
らかにするため標準学力テストなどを実施する。結果を基
に、子どもの学習意欲を高める指導内容や個に応じた指
導方法の工夫・改善を行い、学力の向上を図る。

現状
継続

　本市の学力向上の取組を進めるため、児
童生徒の学力状況を把握することは必要で
あり、継続して実施する。知能検査などの実
施学年を統一するなど、より効果的に実態
を把握し、改善策や工夫策を検討できるよう
検討していく。

現状
継続

現状継続とする 3
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　　４　健やかな体を育てる教育の充実 78,082 8,080 7,725

食中毒等予防対策事業 207
学校給食セン

ター 2,385 2,645 2,496
安心・安全な給食を提供するため、衛生管理面で懸念さ
れる老朽化した設備機器類を整備・更新し、徹底した衛
生管理対策を実施する。

現状
継続

　給食の衛生管理を良好に維持するために
は、老朽化した施設設備機器類を計画的に
更新していく必要がある。

現状
継続

現状継続とする。衛生管理上必
要なものを見定め更新していくこ
と。

2

食に関する指導の推進事
業

208
学校給食セン

ター 60 56 60

児童・生徒に自分で健康を考える力を育み、将来にわ
たって健康な生活が送れるように食の指導の充実を図
る。
また、家庭・地域と連携を図った取組の充実を図る。

現状
継続

　児童・生徒が生涯にわたって健康を維持し
ていくためには、学校給食を通して自分で自
分の健康を考える力を育てることにあり、食
に関する指導の充実が大切である。
　食に関する指導を効果的に進めていくた
めには、「食の課題と指導の手引き」に基づ
き食指導を継続的にしていく必要がある。

現状
継続

現状継続とする。 3

中学校体育連盟支援事業 223 教育総務課 3,169 3,279 3,169
　中学校体育連盟が実施する市内、管内大会を通じて中
学生の体位、体力の向上、スポーツに対する意識の向上
と心身の健全な育成を図るため、交付金を交付する。

現状
継続

　生徒の体力の向上とスポーツの振興のた
め継続する。

現状
継続

生徒の体力の向上とスポーツの
振興のため現状継続とする。

3

全国全道中体連・中学校
文化部活動大会出場支援
事業

225 教育総務課 1,572 2,100 2,000

　市立中学校の生徒が、日本中学校体育連盟、北海道
中学校体育連盟が主催する大会に出場する場合や予選
大会等を経て全道規模以上の文化部活動大会等に参加
する場合、その派遣に要する費用の一部を助成する。

現状
継続

　部活動の推進、保護者の負担軽減を図る
うえから支援を継続していくことは必要であ
る。
　強化費については、H25より廃止し、旅費、
宿泊費については、市の規定により算出し
た額を補助する。

見直
し

引率は職務であり、教員の旅費
は北海道が負担すべきものであ
るため、検討を行うこと。

4

給食センター耐震工事及
び施設改修整備事業

305
学校給食セン

ター 70,896 0 0
建築後36年以上経過しており、施設の老朽化が進みさら
に耐震基準を満たしてないことが判明したため、耐震補
強工事と併せて施設設備の改修を実施する。

終了
済
給食に支障がないよう適切に実施された。

終了
済
給食に支障がないよう適切に実
施された。

-

　　５　特別支援教育の充実 28,347 30,700 29,186

特別支援教育就学奨励費
援助事業

209 学校教育課 1,811 2,544 2,309
　特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者の負担を
軽減するため、学用品費等を支援する。また、通級教室
児童を対象に通学費の支援を行う。

現状
継続

　国の補助制度に則った事業であり、障が
いをもつ子どもの就学に係る費用の保護者
負担の軽減を行うことで特別支援教育の推
進が図られており、今後も継続する。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2

特別支援教育推進事業 211 学校教育課 26,536 28,156 26,877

　特別な支援を必要とする子どもたちの個々の教育的
ニーズに対応するため、特別支援学級に食事や排泄など
の介助や移動時の補助など児童生徒の介助をする特別
支援学級介助員を、通常学級に在籍する特別な支援を
必要とする児童の生活面や学習支援等を行う特別支援
教育支援員を配置する。
　また、特別支援教育の教育環境整備、学校内の体制の
整備、学校、保護者に対する支援体制の充実を図る。

拡大

　特別支援教育の推進を図るため、校内支
援体制を整えるとともに必要に応じて介助
員・支援員の増員を行うなど適正な配置が
必要である。

拡大
児童生徒の個々のニーズに対
応できる介助員・支援員を適切
に配置すること。

1

70,770 77,777 78,586

学校ＩＣＴ環境整備事業 212 教育総務課 53,216 58,838 60,176

　情報化社会へ適応するための情報処理能力向上、ICT
を活用した授業による学力の向上、校務処理の効率化を
図るため、教育用（児童生徒用）、校務用（教職員用）コン
ピュータ、周辺機器、アプリケーションの整備を行う。

現状
継続

　現状の教育環境を維持するため、保守管
理の充実を図るとともに、時代に即した機器
の整備、更新を計画的に実施する。

現状
継続

現状継続とする。 2

外国語指導助手活用事業 213 学校教育課 15,106 15,809 15,530
　児童・生徒の英語発音やコミュニケーション能力の育成
向上を目的に各学校の外国語授業等に英語指導助手を
派遣し、外国語授業等の充実を図る。

現状
継続

　英語指導助手の派遣方法などを検討し、
継続して効率的な運用を図っていく。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　６　社会の変化や課題に対応した教育の推進
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

郷土資料教材化事業 228 学校教育課 12 72 74

　北広島を故郷として、郷土に対する関心を深めるため、
社会科副読本を作成するとともに、各教科に活用できる
教育資源をデジタル化した郷土資料教材を作成し、教育
委員会のホームページに登載し地域に根ざした授業の充
実を図る。

現状
継続

　社会科副読本は小学生3.4年生の社会科
教科で地域の産業や消費生活を教えるた
め、教科書に準じて市の歴史や産業など独
自の教材として作成をしている。そのため副
読本は教科書と同じように活用をしているこ
とからこれまでどおり児童への配布が必要と
考える。

現状
継続

現状継続とする。コンテンツの充
実に努めデジタル教材を有効活
用していくこと。

3

姉妹都市子ども大使交流
事業

300 教育総務課 2,436 3,058 2,806

　小中学生が姉妹都市である東広島市と相互訪問するこ
とにより、ふるさと意識を高めるとともに両市の友好親善
を深める。また、広島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈
念式に参列することにより、平和を尊ぶ心を育てる。

現状
継続

姉妹都市との交流、郷土学習、平和教育を
推進するため平成24年度から小中合同派
遣を実施しており、今後も継続して実施す
る。

現状
継続

現状継続とする。 3

648,065 210,519 642,611

　　１　開かれた学校づくりの推進 1,759 921 322

学校支援ボランティア活用
事業

204 社会教育課 988 0 0

　地域の方が持っている優れた知識と技術を、学校行事
や授業などの教育活動等に生かすため「学校支援ボラン
ティア」としての登録を募り、学校を支援する活動を推進
するとともに、学校教育の一層の多様化・活性化を図る。

統合
済
  平成25年度から学校支援地域本部事業に
統合し実施している。

統合
済

平成25年度から学校支援地域
本部事業に統合し実施してい
る。

-

学校施設開放事業 214 教育総務課 0 0 0
　地域住民に学習活動の場を提供するとともに、地域と
学校の交流を深める。

現状
継続

開放施設には、屋内運動場とその他の学校
施設（本事業の2校）があるが、屋内運動場
に限っては本事業に並行して学校施設（体
育館）開放事業があること、開放施設ではな
いが、施設の利用に関して、学校長の許可
により本事業の2校を含む学校施設の利用
が可能なことから施設開放の在り方につい
て検討する。

現状
継続

所期の目的や利用実績のない
理由を把握のうえ、施設開放の
あり方を検討すること。

3

学校評議員等運営支援事
業

215 学校教育課 322 322 322
　地域や社会に開かれた学校づくりを推進し、特色ある教
育活動の展開を図るため、小中学校に学校評議員、学校
関係者評価委員を置く。

現状
継続

　開かれた学校づくりを推進するため、保護
者や地域住民等の意向を把握し、学校運営
に意見評価を反映することにより、さらなる
充実を図る。

現状
継続

現状継続とする。 3

コミュニティ・スクールの導
入促進に関する調査研究
事業

353 学校教育課 449 599 0
開かれた学校づくりを推進するため、文部科学省の指定
を受け、中学校区での学校運営協議会の組織、運営体
制づくりの具体的な調査研究を行う。

終了

　文部科学省の指定を受けた事業としては
終了となるが、平成２６年度以降は学校運
営協議会事業（仮）として、今後も開かれた
学校づくりの推進として、西部小・中学校で
の学校運営協議会の活動について今後も
継続していく必要がある。

終了

平成26年度以降については、本
事業の調査研究結果を十分考
慮して継続するかどうかの結論
を出すこと。

-

　　２　教育環境の整備 646,306 209,598 642,289

学校教育団体活動支援事
業

216 教育総務課 4,430 4,430 4,430
　教職員の資質の向上と教育内容及び学校経営の充実
を図るため、教育関係団体が行う活動の経費の一部を助
成する。

現状
継続

　北広島市の教育活動振興のため、実績、
効果を上げている。また、校長会、教頭会の
補助金については全道、管内校長会、教頭
会の負担金が含まれており、校長、教頭の
研修の場が確保され円滑な学校運営が図ら
れていることから、継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

　第２節　信頼され、魅力ある学校づくりの推進
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

理科教材等整備事業 217 教育総務課 3,023 3,272 3,578
　理科教育で必要となる教材教具を、小中学校に購入・
更新し、教育の充実を図る。

現状
継続

　法令に基づき、国の補助制度を活用して、
計画的に理科教育に必要な教材を整備する
ものであり、文部科学省の基準に達するま
で継続する。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

2

学校事務機器整備事業 218 教育総務課 1,480 1,694 2,967
　学校事務の効率化を図るため、必要となる事務機器を
整備する。

現状
継続

　教育活動に必要な事務機器であり、計画
的な保守、整備・更新を継続する。

現状
継続

計画的に整備・更新するため現
状継続とする。

2

児童生徒の通学費支援事
業

220 学校教育課 2,415 2,794 3,294

　　保護者の経済的負担の軽減を図るため、遠距離通学
等で、公共交通機関を利用して市立小中学校に通学して
いる児童生徒及び自家用車による送迎を常としている児
童生徒の保護者に通学に要する経費を支援する。

現状
継続

　遠距離通学の児童生徒の通学手段の確
保、保護者の経済的負担の軽減など、有効
利用が図られていることから、今後も継続し
て実施する。

現状
継続

遠距離通学児童・生徒への対応
としては有効であり、現状継続と
する。

2

要保護・準要保護児童生
徒援助事業

221 学校教育課 104,952 112,815 107,188

　　生活保護世帯（要保護）や経済的困窮世帯（準要保
護）の児童生徒の保護者に対し、就学に必要な経済的な
援助を行うことで、平等に義務教育を受ける権利を保障
する。

拡大

　生活困窮者に対する義務教育就学を支援
する事業であり、今後も継続していく必要が
ある。また、生活保護費で学級費やＰＴＡ会
費及び部活動費の支給項目が追加されたこ
とに伴い、就学援助費でも支給対象項目と
するかどうかの検討が必要である。

現状
継続

現状継続とする。対象項目につ
いては十分検討すること。

2

学校施設管理機器整備事
業

222 教育総務課 1,291 437 610
　良好な教育環境を維持するために必要な草刈機、除雪
機などの管理機器の保守管理及び修繕を行うとともに、
耐用年数を経過した機器を更新する。

現状
継続

　良好な教育環境を維持するため必要な機
器であり、継続して保守管理及び修繕、更
新を行う。

現状
継続

計画的に整備・更新するため現
状維持とする。

3

北の台小学校屋体地震補
強・大規模改造及び校舎ト
イレ改造事業

226 教育総務課 0 12,000 13,400

　建築後35年以上経過しており、外壁や屋根面等老朽化
が顕著なため、耐震化工事と併せて、内外部に渡る大規
模改造工事を実施する。同時に、校舎内のトイレ改造工
事を実施する。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
26年度開始のハード事業

-

中学校武道・伝統芸能整
備事業

227 学校教育課 10,358 0 0
　平成24年度から新たに必修となる中学校保健体育科で
の武道について安心面・安全面に配慮した指導が行える
よう必要となる物品等の整備を行う。

終了
済

　武道経験及び武道の指導経験のない教員
に対して、指導力向上の研修会の開催は必
要であるが、通常の教職員研修の中で行っ
ていく。

終了
済
計画どおり事業を実施した。 -

教師用指導書等整備事業 229 学校教育課 871 505 10,050
　教員に、指導書及び教科書を配布することにより、効率
的で統一的な授業を行うとともに、指導方法の工夫改善
等、授業内容の充実を図る。

現状
継続

　配布基準を原則に必要最小限の配布に努
めながら継続する。

現状
継続

現状継続とする。引き続き、最小
限の配布にするなど、効率的な
実施に努めること。

3

西部中学校屋体改築事業 230 教育総務課 395,438 0 0

　西部中学校の体育館は建設後38年余が経過し、施設
の老朽化が進み、また狭隘な状態であるため、体育の授
業や部活動など教育活動に支障を来たしていることか
ら、改築工事を実施する。

終了
済
計画どおり事業を実施することができた。

終了
済
計画どおり事業を実施した。 -

学校放送設備整備事業 231 教育総務課 0 0 0
　学校の放送設備や視聴覚設備の老朽化に伴う整備や
時代に合った設備に更新することにより、設備を有効に
活用し、教育活動の充実を図る。

現状
継続

　市内学校の放送設備を時代に合った形で
更新するため、継続する。

現状
継続

計画的に更新するとともに、利
用実態を把握すること。

2

高等学校等入学準備金支
給事業

232 学校教育課 2,120 2,800 2,800
　市内に住所を有し高等学校等に入学した生活困窮世帯
の生徒の保護者の経済的負担軽減のため、入学時に必
要となる経費として、入学準備金を支給する。

現状
継続

厳しい経済状況から、今後も申請者の増加
傾向が予想され、高等教育振興の一環から
も継続が必要である。

現状
継続

現状継続とする。 2

奨学金支給事業 233 学校教育課 5,220 5,400 10,800
　経済的な理由によって高等学校等の修学が困難な学
生及び生徒に対し、奨学金を支給することにより、等しく
教育を受ける機会を与える。

拡大

高等学校等へ修学にあたっては、教材費や
参考書、通学費など授業料以外にも必要と
なる経費がかかることから、これまでどおり
事業を継続していく必要がある。また年々、
奨学生の申請者が増加しており、選考割合
が減少してきていることから、選考人数の検
討をしていく必要がある。

現状
継続

現状継続とする。対象人数を拡
大する場合は、十分検討するこ
と。

2
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

双葉小学校校舎・講堂防
音機能復旧事業

234 教育総務課 1,838 53,110 0

温度保持換気設備機器等（暖房機、空調機、送風機等）
の老朽化により、本来の機能が低下し、良好な教育環境
が阻害されるため、設備機器を新機種に更新して防音機
能を復旧することで、教育環境の整備と教育効果の向上
を図る。

終了 平成25年度で事業終了。 終了
事業実施により教育環境の回復
が期待される。

-

緑陽中学校校舎屋体地震
補強・大規模改造事業

236 教育総務課 0 0 335,740
　建築後33年以上経過しており、外壁や屋根面等老朽化
が顕著なため、耐震化工事と併せて、内外部に渡る大規
模改造工事を実施する。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

-

東部小学校屋体地震補
強・大規模改造事業

237 教育総務課 79,517 0 0
　東部小学校の体育館は、建設後35年余を経過し外壁や
屋根面等老朽化が進んでいるため、地震補強化工事と
合せて、大規模改造工事を実施する。

終了
済
計画どおり事業を実施することができた。

終了
済
計画どおり事業を実施した。 -

広葉中学校校舎・講堂防
音機能復旧事業

238 教育総務課 0 0 104,235

　温度保持換気設備機器等（暖房機、空調機、送風機
等）の老朽化により、本来の機能が低下し、良好な教育
環境が阻害されるため、設備機器を新機種に更新して防
音機能を復旧することで、教育環境の整備と教育効果の
向上を図る。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

-

学校施設空気環境測定事
業

240 教育総務課 561 654 681

　シックスクール対策の一環として、「学校環境衛生の基
準」に基づき、教室内のホルムアルデヒド及び揮発性有
機化合物について空気中濃度測定を実施し、良好な衛生
環境確保に努める。

現状
継続

近年、化学物質過敏症が問題となっており、
施設管理者として児童生徒の健康を維持す
るための事業であり、現状継続とする。

現状
継続

児童生徒の健康を維持するため
の事業であり、現状継続とする。

2

北広島団地内小学校統合
準備事業

241 学校教育課 585 0 0

　児童の減少が著しい、北広島団地内の４小学校を閉校
し、平成２４年４月に２校を新たに開校する。学校統合を
円滑に進めるために統合校間の交流事業を行うととも
に、開校に向けた整備を行う。

終了
済

―
終了
済
適切に実施された。 -

東部中学校エレベーター
設備等設置事業

260 教育総務課 0 1,760 34,589

　東部中学校は、建設後24年を経過した建物であり、現
在、階段昇降機のみで対応している。肢体不自由の生徒
の入学が予定されているが、階段昇降機では無理な生徒
であり、エレベーター設置工事を施工することにより、快
適な施設とし、教育環境、教育効果の向上を図る。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

-

私立学校教育振興事業 309 教育総務課 1,350 1,350 1,350
本市に本校を有する私立高等学校が行う教育活動を支
援することにより、私立学校の教育環境の充実と保護者
への負担軽減を図る。

現状
継続

　全道的にも当該市町に所在する私立高等
学校への支援は行われており、学校教育の
一翼を担っている私立高等学校の教育環境
の整備・充実を進めるために継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

学校支援地域本部事業 317 社会教育課 3,061 6,577 6,577
　学校を地域全体で支える体制を整えていくために、学校
支援地域本部を設置し、地域の住民等の参画による学校
支援を推進することを目的とする。

拡大

  関連する授業補助員活用事業及び学校支
援ボランティア活用事業は本事業に組み入
れ事業を一元的に運営するよう改善をした。
なお、文部科学省の補助事業として実施し
ていることから、国・道の動向を確認しつつ
事業を継続する。

拡大

授業補助員の各学校の配当時
間（謝礼金等）の拡大について
は、真に必要な時数とすること。
学校支援ボランティア運営費交
付金については学校教育振興
事業補助金との統合を検討する
こと。

1

広葉中学校グランド整備
事業

328 教育総務課 26,250 0 0
　良好な教育環境の維持のため、排水機能が低下してい
るグランドの整地、排水施設改修工事を実施し、グランド
の機能回復を図る。

終了
済

工事については、1年前倒しの施工となった
が、計画どおり事業を実施することができ
た。

終了
済
計画どおり事業を実施した。 -

双葉・緑ヶ丘小学校開校事
業

342 学校教育課 1,546 0 0
　平成24年4月に新たに開校した小学校の開校の集いな
どの開校事業を実施する

終了
済

―
終了
済
適切に実施された。 -
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

27,040 28,205 26,358

325 425 325

北広島市ＰＴＡ連合会支援
事業

255 青少年課 325 425 325
　学校単位のＰＴＡの情報交換を図るとともに、保護者を
対象とした研修会などを通し、児童生徒の健全育成を進
めるため、北広島市ＰＴＡ連合会への補助金を交付する。

現状
継続

　児童生徒の健全育成を図るため、市Ｐ連と
協働し、家庭の教育力を高めていくことや、
希薄になっている人間関係や地域関係を深
めていくために継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

家庭教育支援事業 292 社会教育課 0 0 0
  家庭の教育力向上のため、関係する団体などと連携
し、家庭教育支援に関する実践活動・交流活動を行う。

現状
継続

  子どもたちの生活に必要な生活習慣や自
立心の育成など、家庭教育を支援し、教育
力を高めていくことが求められている。また、
調査結果から、学校・家庭・地域が一体と
なって子どもたちの環境を整えていくための
気運を高める必要がある。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　２　教育相談体制の充実 14,640 15,274 13,337

不登校対策・教育相談事
業

249 青少年課 14,332 14,936 12,991

　不登校児童生徒の学校復帰と社会的自立を支援する
ため、保護者や学校、関係機関と連携して、ひきこもりや
不登校児童生徒の解消と未然防止を図る。
　学校や家庭の問題で悩んでいる児童生徒及びその保
護者を対象に、面談や家庭訪問による相談支援を行い、
問題の早期解決を図る。
　（「みらい塾」に指導員2名、訪問アドバイザー（臨床心理
士）1名、教育相談員1名を配置）

現状
継続

　平成24年度の不登校児童生徒は27名
（0.51%）で平成23年43名（0.80%）より減少し
た。また、27名中4名が学校復帰を果たし
た。訪問指導アドバイザーの相談件数は、
相談時間を拡大したため増加してる。相談
内容は不登校が多くを占め、内容が複雑化
している。不登校児童生徒への対応は、児
童生徒を含めた家庭全体の問題であり、
個々のケースに応じたより詳細な支援を訪
問指導アドバイザーや関係機関と連携し、
的確な対応を進めて行く必要がある。

現状
継続

現状継続とするが、相談や指導
方法については、専門機関など
との連携を図り、効果的な事業
を展開すること。

3

青少年健全育成啓発事業 311 青少年課 308 338 346

　地域の子どもは地域で育てる活動を推進するため、学
校、ＰＴＡ、自治会、関係団体と連携し、地域に密着した青
少年の健全育成活動の推進と健全育成の啓発を進め
る。（青少年健全育成大会の開催、講演会の開催、子ど
もサポートセンターだより「きずな」の発行）

現状
継続

　学校、ＰＴＡ、自治会、関係団体と連携し、
地域に密着した青少年の健全育成活動と健
全育成の啓発を進めるため、引き続き実施
する。

現状
継続

現状継続とする。 3

12,075 12,506 12,696

成人式開催事業 251 社会教育課 636 674 696
　成人としての自覚と責任を促し、地域社会の一員として
の期待を認識できるよう、,新成人を祝う成人式を実施す
る。

現状
継続

  人生の節目を祝う式典であり、参加率も高
いことから、事業内容に工夫を重ね継続と
する。

現状
継続

現状継続とする。 3

青少年健全育成振興事業 253 青少年課 71 64 74

　生きる力を育て健やかでたくましい子どもを育成するた
めの活動を保護者とともに推進する。
　（青春メッセージの開催、青少年リーダー養成、青少年
の体験交流事業の実施）

現状
継続

　健やかでたくましい子どもを育成するため
の活動を進め、子どもたちの生きる力を育て
るため、引き続き実施する。

現状
継続

現状継続とする。 3

青少年健全育成連絡協議
会支援事業

254 青少年課 450 450 450

　健全育成連絡協議会の活動を通じて地域住民の意識
啓発を推進し、地域で子どもを守り、育み、安全安心な地
域環境づくりを目指す。
　６地区の青少年健全育成連絡協議会への補助金の交
付を行う。

現状
継続

　青少年を取り巻く環境は複雑、多様化し問
題行動も増加する傾向が見うけられる。青
少年の育成環境の整備を進めるためには、
各地区青少年健全育成連絡協議会との連
携と協力が必要であり、積極的に育成、支
援を進めるためにも継続する。

現状
継続

現状継続とする。引き続き補助
金の適切な執行を心がけるこ
と。

3

　第３節　家族・青少年健全育成の推進

　　１　家庭の教育力向上への支援の充実

　　３　地域が支える健全育成活動の充実

17



24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

青少年安全対策事業 256 青少年課 9,801 10,383 10,359

　青少年の非行防止のため、関係機関や地域と連携を図
り、各種活動を協働して行い青少年の非行防止を推進す
る。専任指導員（非常勤職員）2名を配置して、青少年の
非行等問題行動に対して、状況に応じた適切な対応と指
導を行い健全育成を図る。
　スクールガードリーダーによる学校施設、通学路等の安
全確認及び巡回指導を行い、子どもたちの安全を確保す
る。

現状
継続

　子どもたちの安全確保を図るため、小さな
犯罪を見逃さない地域づくりとして、見守り
や声かけなど地域、学校と協力、連携して
進めることが必要であり継続する。

見直
し

団地内小学校の通学路安全指
導員については必要性を検証す
ること。

4

放課後子ども教室事業 312 青少年課 1,117 935 1,117

放課後や長期休業中に小学校の余裕教室等を活用し
て、児童の活動拠点を設け、学習等を行い、子どもたち
が地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づく
りを推進する。

現状
継続

児童の放課後や長期休業中の活動場所を
確保し、学習等の支援を行うなどさまざまな
交流により、より充実した放課後活動を進め
るために継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

　第４節　社会教育の充実 39,293 48,340 175,349

　　１　学習活動への支援の充実 18,754 20,206 19,972

生涯学習市民活動団体支
援事業

258 社会教育課 1,367 1,500 1,500
　学習機会の提供及び生涯学習に取り組む団体の育成
を図るため、市民団体が企画実施する生涯学習に関する
事業に支援を行う。

現状
継続

  市民団体による主体的な活動機会を推進
するため継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

元気フェスティバル連携事
業

259 社会教育課 543 675 543
　市民の生涯学習に対する理解や関心を深めるととも
に、市民団体の交流や学習成果を生かす場として、「元
気フェスティバル」を開催する。

現状
継続

  生涯学習に対する理解や関心を深められ
るよう、市民の主体性を尊重した支援を行
う。

現状
継続

現状継続とする。 3

生涯学習振興会支援事業 313 社会教育課 16,844 18,031 17,929
　生涯学習の振興や地域づくり・コミュニティ活動の要とし
て活動する「生涯学習振興会」を支援する。

現状
継続

  既存の生涯学習振興会については、効果
的な運営を目指すことはもとより、多くの住
民が親しみをもって参加できるよう、適切な
支援を行う。
  未設置の地域については、地域の関係団
体と協議を行う。

現状
継続

当初の事業目的に沿った活動
が展開されているか検証するこ
と。

3

　　２　学習機会の充実 20,539 20,534 1,475

フレンドリーセンター運営
事業

261 社会教育課 884 1,035 1,120

　障がい者が生涯学習活動を通じて学び交流する場を提
供する。
　陶芸教室・スポーツ観戦・料理教室・野外バスツアー・
サッカー教室・スキー教室などの事業を行う。

見直
し

  事業内容における具体的なプログラムを
関係団体との協議により見直し、要望の多
い内容を重点化するなど、事業運営を工夫
する。

見直
し
各種福祉施策を勘案し、事業内
容を精査すること。

4

中央公民館活動推進事業 262 社会教育課 350 355 355
  子ども公民館まつり・公民館まつりを実施し、市民の生
涯学習に対する理解と関心を深める。

見直
し

  平成２４年度に東部生涯学習振興会が設
置されたことから、各種講座等の開催を移
行した。  管理、運営方法の検討と合わせ
て、ワクワク公民館子どもまつり事業と公民
館まつり事業の見直しを行う。

見直
し

事業内容や、施設の管理、運営
方法について、生涯学習振興会
支援事業との統合も含め、総合
的な検討をすること。

4

生涯学習支援情報システ
ム整備事業

314 文化課 19,305 19,144 0

　図書館および生涯学習の拠点施設が持つ学習機能を
充実させるため、図書館・学校図書館情報システム・施設
予約管理システム・生涯学習情報提供システムからなる
生涯学習支援情報システム「新 学び舎・楓」を運用する。

現状
継続

生涯学習や施設利用などに関する情報提
供サービスは、地域活動に積極的な参加意
欲を持っている市民のニーズを満たすもの
であり、今後とも継続していく必要があるの
で、現状維持とする。

現状
継続

現状継続とする。 3

0 7,600 153,902

中央公民館大規模改修事
業

315 社会教育課 0 7,600 153,902
　建築後36年以上経過しており、老朽化が著しいことか
ら、大規模改修を行う。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

-

　　３　施設の充実による学習環境の整備
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　第５節　歴史の継承と創造 　 8,439 15,289 13,214

　　１　エコミュージアム構想の推進 577 9,913 7,790

エコミュージアム普及推進
事業

266 文化課 453 666 1,280
　市内にある自然遺産や文化遺産などを現地で、そのま
ま保存・育成・展示することで魅力ある地域づくりを行う。

現状
継続

平成25年度から事業の効率化を図るため、
エコミュージアム郷土体験学習事業と統合
し、一体化して事業展開を行っている。

現状
継続

現状継続とする。 3

旧島松駅逓所周辺整備事
業

267 文化課 0 0 6,510

　国指定史跡旧島松駅逓所を、より多くの方々に観覧し
てもらい、身近に感じ知ってもらうことによって、開拓の歴
史の理解を深めてもらうため、旧島松駅逓所その周辺の
林地の整備を行う。

現状
継続

　現状継続とする。基本計画、実施計画につ
いて策定を進める。

現状
継続

現状継続とする。 3

エコミュージアム郷土体験
学習事業

330 文化課 124 0 0

　エコミュージアムの推進にとって、郷土愛への市民意識
の醸成は不可欠である。郷土の歴史や伝統的遺産を大
切にする心を培い、自らのまちを誇りに思う郷土愛を育む
学習機会の提供を行う。

統合
済

平成25年度から事業の効率化を図るため、
エコミュージアム普及推進事業への統合を
行い、一体化して事業展開を行っている。

統合
済

平成25年度からエコミュージア
ム普及推進事業に統合し実施し
ている。

-

エコミュージアム拠点施設
等整備事業

331 文化課 0 9,247 0

　従来の博物館的要素のみばかりでなく、地域に残る
「事・物」を現地で保存・保管し、それらの情報の発信や郷
土資料の展示等を行う施設であるエコミュージアムの拠
点施設を整備する。
　小学校統廃合に伴う、学校跡利用を活用し拠点施設を
整備することとなり、統廃合後利用のスケジュールに合わ
せ、計画上２４年度事業を２５年度事業に移行する。

現状
継続

現状継続とするが、内容を精査し経費の効
率的な執行に努める。

現状
継続

現状継続とするが、内容を精査
し経費の効率的な執行に努める
こと。

3

　　２　文化財の保存と活用 7,862 5,376 5,424

文化財保存・活用事業 268 文化課 7,650 5,164 5,212

　市内には、国指定文化財と市指定文化財があり、自
然、地質及び歴史的に貴重なものがあることから、郷土
の自然や歴史を後世に伝えるため適切な保存と活用を
図る。　（文化財調査補助員の配置、旧島松駅逓所、郷
土資料室の管理・運営、赤毛種保存交付金の交付）

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

郷土文化伝承支援事業 333 文化課 212 212 212
　北広島市の郷土芸能を後世に伝えるため、保存、継承
の支援を行う。（広島音頭保存会、北広島ふるさと太鼓保
存会への交付金の交付）

現状
継続

当市の貴重な郷土芸能として、今後も継続
的な支援に努める必要がある。

現状
継続

現状継続とするが、内容を精査
し経費の効率的な執行に努める
こと。

3

　第６節　読書活動の充実 22,471 22,523 22,662

　　１　図書館サービスの充実 22,471 22,523 22,662

図書館サービス提供事業 269 文化課 20,971 21,023 21,162

市民の文化的教養を高めるための図書館サービスの充
実。

図書および視聴覚資料の購入などにより、貸出・リクエス
ト・予約や相談業務・相互貸借などを行う。（図書、郷土資
料、視聴覚資料などの収集と提供）

現状
継続

高い利用率と満足度を維持するためには、
安定的な資料購入が必要である。又、平成
24年から開始した高齢者の図書宅配につい
ては、高齢者への読書活動支援として時代
に即した重要な施策の一つであり、今後も
高齢者社会に対応するサービスを検討・拡
大していく必要がある。

現状
継続

サービスの充実や効率的な運営
に向けた取り組みを行っており
現状継続とするが、図書館全体
の運営体制について引き続き検
討すること。

3

図書館フィールドネット連
携事業

270 文化課 1,500 1,500 1,500
　読書普及事業を促進するため、ボランティア団体で構成
する図書館フィールドネット運営委員会に交付金を交付
する。

現状
継続

ボランティアとの連携は、施設の人的体制の
不足を補完する面もあるが、図書館の活性
化や運営・事業実施に工夫がもたされたり、
地域との結びつきが強まるなど、その必要
性は市民図書館として普遍的なものであ
る。

現状
継続

現状継続とするが、図書館全体
の運営体制とあわせ引き続き検
討すること。

3
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　第７節　芸術文化の振興 23,671 17,550 28,571

　　１　個性豊かな地域文化の振興 10,030 5,288 16,249

文化賞等表彰事業 272 文化課 140 256 203

　優秀な文化活動を顕彰することにより、市民の芸術文
化活動に対する意欲の向上を図る。
　11月3日の文化の日に、優秀な文化活動を行う市民（成
人・青少年）や団体の顕彰を行う。

現状
継続

　より効率的に市民の芸術文化活動に対す
る意欲が高まるように取り組みを継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

文化団体活動支援事業 273 文化課 640 640 640

　市内の芸術文化の発展のため、市民の芸術文化活動
の支援を目的とする。
　市内の文化団体を統括する北広島市文化連盟、音楽
団体を統括する北広島音楽協会に補助金を交付する。

現状
継続

　市内の芸術文化振興には必要な事業であ
ることから、より適切な執行に務めるよう指
導していく。

現状
継続

現状継続とするが、補助団体に
対する指導を強化し、適切な執
行に努めること。

3

市民文化祭奨励事業 274 文化課 650 650 650

　市内の芸術文化の発展のため、市民の芸術文化活動
の支援を目的とする。
　市民の芸術文化活動の発表の場を提供している市民
総合文化祭、地区文化祭に補助金を交付する。

現状
継続

　全市的な事業であり必要である。今後も継
続していくべき。

現状
継続

現状継続とするが、適切な執行
に努めること。

3

文化施設修繕事業 278 文化課 8,600 3,742 14,756
　文化施設（芸術文化ホール・図書館）の機能維持を図る
ため、保守点検等で不具合が確認された設備や箇所を
修繕する。

現状
継続

　今後も計画的な修繕が必要である。
現状
継続

現状継続とする。今後も計画的
な修繕に努めること。

2

13,641 12,262 12,322

芸術文化ホール運営委員
会連携事業

279 文化課 13,341 11,882 11,942
　芸術鑑賞型事業及び芸術創造事業を展開するため、北
広島市芸術文化ホール運営委員会に交付金を交付す
る。

現状
継続

運営委員会の事務局に専任の事務補助員
を配置するなど、自主的に事業展開を進め
るための基盤整備を整えているところであ
る。今後もその方向を進めていく必要があ
る。

現状
継続

サービスの充実や効率的な運営
に向けた取り組みを行っており
現状継続とするが、ホール全体
の運営方法や運営体制につい
て引き続き検討すること。

3

花ホールスタッフの会支援
事業

280 文化課 300 380 380

　市及び運営委員会等が主催する鑑賞事業のサポート
活動など、芸術文化ホール（花ホール）を拠点に活動する
花ホールスタッフの会を支援する。また、新たなホールボ
ランティア育成のため、講習会を実施する。

現状
継続

芸術文化ホールの運営においても、市の芸
術文化振興の上でも継続した活動が必要。

現状
継続

現状継続とするが、ホール全体
の運営体制とあわせ引き続き検
討すること。

3

　第８節　スポーツ活動の推進 342,749 19,737 185,900

724 832 870

スポーツ団体活動連携事
業

283 社会教育課 300 0 300
　スポーツの普及振興事業を計画または実施している団
体が行うスポーツ大会等の事業に対して、その事業費の
一部を補助する。

休止
廃止

特定団体への補助は行わないこととし、事
業の廃止を検討する。

休止
廃止

事業の廃止を行うこと。 4

エルフィンロード
ハーフマラソン連携事業

286 社会教育課 205 300 300
　健康で生きがいのあるスポーツ活動の促進を図るため
にエルフィンロードハーフマラソンを開催する実行委員会
へ補助金を交付する。

見直
し

大会のリニューアルに伴い、参加者や運営
などの点検を行い、補助金のあり方などを
検討する。

見直
し
補助金を前提としない事業運営
方法について検討すること。

4

市民スポーツ活動推進事
業

288 社会教育課 219 532 270

　市民だれもが、生涯にわたりスポーツ・レクリエーション
活動に親しむことができるよう、生涯スポーツ活動をはじ
め、児童生徒・障がいのある人のスポーツ・レクリエーショ
ン活動の支援を推進する。

現状
継続

　現状継続とする。
見直
し
各事業への支援の必要性につ
いて十分検討すること。

4

　　２　市民等との連携による芸術文化活動の展開

　　１　健康で生きがいのあるスポーツ活動の促進
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　　２　競技スポーツの振興 5,951 5,978 6,366

スポーツ大会出場支援事
業

282 社会教育課 1,019 1,000 1,350
　市民の自発的なスポーツ活動の振興を図るため、国
際、全国又は全道規模のスポーツ大会に出場する選手・
役員に費用の一部を助成する。

見直
し
対象とする大会の規定などの見直しを行う。

見直
し
対象とする大会の範囲などの見
直しを行うこと。

4

体育協会活動支援事業 284 社会教育課 3,118 3,118 3,118
　本市のスポーツの普及・振興を図るため、北広島市体
育協会の運営費及び事業費に対し、補助金を交付する。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

スポーツ少年団育成事業 285 社会教育課 453 453 453

　青少年の健全育成やスポーツ少年団の組織強化と自
主的な活動の推進のため、スポーツ少年団の運営費及
び事業費に対し、スポーツ少年団本部を通じて補助金を
交付する。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

スポーツアカデミー事業 290 社会教育課 967 1,088 1,109
　全国、国際レベルの選手育成及び青少年の健全育成を
図るため、ジュニアスポーツ選手強化事業、底辺拡大事
業、指導者養成事業を実施する。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

スポーツ賞等表彰事業 321 社会教育課 394 319 336
　優秀な成績を収めた選手及びスポーツの振興に寄与し
た者を顕彰することにより、市民のスポーツ活動を助長す
る。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

　　３　スポーツ施設の整備と運営 336,074 12,927 178,664

全国中学生空手道選抜大
会連携事業

291 社会教育課 4,500 4,500 4,500
　全国中学生空手道選抜大会を開催することにより、北
広島市を全国にＰＲするとともに、空手道を通じた青少年
の健全育成を図る。

現状
継続

　助成を受け実施している事業であり、助成
の終了年まで現状継続とする。

現状
継続

助成を受け実施している事業で
あり、助成の終了年まで現状継
続とする。

2

学校施設（体育館）開放事
業

293 社会教育課 4,007 4,812 4,778
　市民の健康維持及び体力向上に資するため、小中学校
体育館の開放を行いスポーツ活動の場を提供する。

現状
継続

有料化に向けて検討を行う。
現状
継続

引き続き、有料化に向けて検討
を行うこと。

3

西の里ファミリー体育館改
修事業

294 社会教育課 4,515 3,615 69,386
建築後26年以上経過しており、老朽化が著しいことから
屋根、壁面の窓枠及び暖房施設等の更新を行う。

現状
継続

　計画どおり事業を進める。
現状
継続

現状継続とする。（26年度事業
完了）

3

総合体育館大規模改修事
業

296 社会教育課 323,052 0 0
　建築後２５年以上経過しており、屋上防水、暖房・給湯
ボイラー、各種配管、放送設備等の経年劣化が著しいこ
とから、施設の大規模改修を行なう。

終了
済
施設の大規模改修を実施した。

終了
済
施設の大規模改修を実施した。 -

運動広場整備事業 322 社会教育課 0 0 100,000
　市民のスポーツ・レクリエーションや市民の集い・交流・
健康づくりの場として運動広場を整備する。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

-

　第９節　大学との連携 0 0 0

　　１　大学との連携 0 0 0

大学連携推進事業 324 政策調整課 0 0 0

　大学が有する知的資源、研究成果やアイデア、大学生
の活力を生かしたまちづくりを推進するため、大学等との
連携・協力事業を実施する。
・大学との意見交換の実施
・連携、協力に関する協定書の締結

拡大

道都大学との包括連携協定の締結及び連
携協議会の設置により、市と道都大学にお
ける具体的な連携事業の実施に向けた協
議を継続的に行う。平成25年度から着手可
能な事業については随時実施する。

拡大
包括連携協定に基づく具体的な
事業を早期に実施すること。

1
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　第１０節　交流の促進 1,523 3,864 1,775

　　１　広域的な交流の促進 0 27 27

地域交流事業 298 政策調整課 0 27 27
　近隣市町と行政分野や経済分野のみならず、さまざま
な分野での市民レベルの交流を深めるため、近隣市とと
もに各種交流事業を実施する。

現状
継続

近隣市との交流事業により、近隣市間の市
民の連携・交流を深める必要がある。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　２　姉妹都市交流事業の拡充 1,210 2,347 1,328

姉妹都市スポーツ交流事
業

287 社会教育課 311 1,410 385
　姉妹都市の友好・親善を深めるため、スポーツ交流を行
う。

休止
廃止

　東広島市との調整を行い、廃止の検討を
行う。

休止
廃止

東広島市との調整を行い、事業
廃止の検討を行うこと。

4

姉妹都市交流事業 299 秘書課 899 937 943

　北広島市、東広島市の郷土祭りに相互訪問することで、
地域の特性を活かした行政、教育文化、経済など様々な
分野での情報交換や相互交流の推進・支援を図り、まち
づくりに活かす。
　北広島市を拓いた祖先の地（広島県）で、今なお原爆症
に苦しんでいる方々に、グリーンアスパラを送付すること
で、都市間の交流の絆を深めるとともに、市の成り立ちや
戦争の悲惨さを次世代に伝える。

現状
継続

本事業は数値等によって効果が現れる事業
ではないが、歴史や郷土愛、行政、文化な
どの面で相互交流が図られており、今後も
実施していくことが大切である。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　３　国際交流の促進 313 1,490 420

国際交流事業 323 社会教育課 313 1,490 420

　海外との交流により、外国の文化、風俗、社会事情を体
得し、異文化への理解を深め、国際的視野と国際感覚を
もった人材を育てるため、国際交流協議会に対し交付金
を交付する。

見直
し

  基金の減少を勘案し、派遣事業の参加者
負担割合の見直しなど、事業内容を精査す
る。

見直
し

財源としてきた基金が減少して
いることから、これまでの成果を
総括するとともに今後の方向性
を検討すること。

4

684,258 1,368,052 837,329

　第１節　環境の保全 58,719 76,686 17,218

　　１　地球環境の保全 45,828 5,378 5,436

省エネルギー推進事業 400 環境課 1,157 393 450

　地球温暖化防止を目指して、市民や事業者に省エネル
ギーへの取り組みについて意識啓発を行う。（環境ひろば
実行委員会への交付金の交付、講座の実施、啓発パン
フレット等の作成）

現状
継続

地球温暖化の防止及び震災以降省エネの
必要性が高まっていることから、市民を中心
に省エネの取り組みについて意識啓発を図
り、省エネルギー活動への取り組みの動機
付けとして今後も継続していく。

現状
継続

現状継続とする。 3

太陽光発電システム等設
置支援事業

402 環境課 4,909 4,985 4,986
　地球温暖化対策に対応した事業であり、一般住宅用太
陽光発電システムの普及率の向上に向け、設置者への
補助金の交付を行う。

現状
継続

震災以降、再生可能エネルギーの普及促進
は不可欠であり、国や他自治体の補助制度
等を注視しながら継続していく。

現状
継続

現状継続とする。 3

公共施設照明ＬＥＤ化事業 0 土木事務所 28,308 0 0
　耐用年数を超え経年劣化の激しい照明灯について、
ポールごとの取替を実施し、合わせて長寿命、省エネ環
境負荷低減を目的にＬＥＤに更新する。

終了
済
LED照明機器への交換により使用電力量の
削減につながった。

終了
済
事業目的が達成されたため終了
とする。

-

公共施設照明ＬＥＤ化事業 0 文化課 11,454 0 0
　施設内の照明機器についてＬＥＤ照明機器に改修する
ことにより、使用電力量を削減し、環境保全に努める。

終了
済
LED照明機器への交換により使用電力量の
削減につながった。

終了
済
事業目的が達成されたため終了
とする。

-

第３章　美しい環境につつまれた安全なまち
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　　２　公害対策の推進 5,975 6,949 7,462

環境保全事業 403 環境課 5,975 6,949 7,462
　公害の未然防止と生活環境の保全を図るため、環境測
定を実施するとともに環境監視員を配置して事業所等の
監視、指導を行う。

現状
継続

継続して監視していく必要がある。
現状
継続

現状継続とする。 2

　　３　自然環境の保全 2,073 2,086 2,168

有害鳥獣駆除対策事業 404 環境課 681 662 698
　農業被害及び生活環境被害の防止を図るため有害鳥
獣の駆除を行うとともに北海道と連携し特定外来生物で
ある「アライグマ」の防除を行う。

現状
継続

カラス、エゾシカ、キタキツネは、市民の生
活環境や農作物に対して被害を出してお
り、駆除の要望が多いため、継続して駆除を
実施する。また、アライグマは、特定外来生
物であり、道及び市町村が協力して行う広
域駆除を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 2

スズメバチ等駆除事業 405 環境課 1,392 1,424 1,470

　巣を取り除くことにより、市民をスズメバチ等の危険から
回避させる。
　スズメバチ等の巣の駆除に要する費用の一部補助を行
う。

現状
継続

　スズメバチ等の駆除対応は、市町村によっ
て大きく異なっているが、自然が身近にあ
り、市街地等でハチの営巣が多い当市で
は、今後も継続の必要があると考える。

現状
継続

現状継続とする。 2

　　４　環境保全意識の向上 234 303 265

環境啓発推進事業 406 環境課 234 303 265
　自然環境に関する体験、学習機会となる自然観察会や
野鳥観察会などの事業を通じて、環境のために行動でき
る人づくりを目指す。

現状
継続

環境を守ること、大切にすることの重要性に
ついての理解を深め、地球環境の保全活動
等につなげていくために、今後も継続して各
種事業を実施していく。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　５　環境衛生の充実 4,609 61,970 1,887

畜犬関係事業 407 環境課 1,585 1,670 1,887
　畜犬及び野犬による事故発生の未然防止や狂犬病予
防などのため、畜犬登録や予防注射の接種、迷い犬、捨
て犬の保護、捕獲を実施する。

現状
継続

　近隣に動物病院が無い市民もおり、平成２
４年度には５５４頭が集合注射を利用してい
る。
　集合注射については、接種率を高めるた
めの有効な手段であることから、今後も継続
して実施していく必要がある。

現状
継続

現状継続とする。 2

浄化槽設置奨励事業 412 環境課 0 0 0

　　公共下水道計画区域外における生活排水の適正な処
理のため、新規に合併処理浄化槽を設置した場合や既
設の単独処理浄化槽を合併処理浄化槽へ転換した場合
の費用の一部を支援する。

現状
継続

公共下水道計画区域外における生活排水
の適正な処理のため、平成25年度に助成開
始を目指す。

現状
継続

現状継続とする。PR等を適切に
行い利用率の向上を図ること。

3

北広島霊園造成事業 413 環境課 3,024 60,300 0
　平成２６年度からの墓地需要に対応していくため、霊園
内に残されている未造成地の造成を行う。

終了
　平成２６年度からの貸付開始に向け、平成
２５年度は造成工事を実施する。

終了
事業実施により、平成26年度か
らの墓地需要への対応が可能と
なる。

-
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　第２節　廃棄物対策の推進 209,098 383,998 605,451

83,656 197,963 120,377

ごみ減量化・資源化対策
事業

410 環境課 17,900 19,996 21,198

　市内の一般家庭から排出される生ごみの量を削減する
こと、及び資源ごみを埋め立てずリサイクルすることによ
り、埋立処分場の延命化を図る。
奨励金を交付することにより、資源回収の促進とリサイク
ル意識の高揚を図る。

現状
継続

　コンポスト、電動生ごみ処理機の購入助成
については、家庭単位での生ごみ発生抑
制、資源化の促進が図られていることから
継続して実施していく。
　集団資源回収奨励金については、ごみの
有料化実施に合わせ現在の単価設定にし
た経緯から現状の単価で奨励していく。ま
た、町内会等の集団により一丸となって資
源回収に取り組んでおり、他施策であるコ
ミュニティの醸成にも貢献している。

現状
継続

現状継続とする。 2

家電リサイクル事業 414 環境課 856 954 1,193
　不法投棄された家電リサイクル対象製品（テレビ、冷蔵
庫、洗濯機、エアコン）を適正処理するための事業

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

粗大ごみリサイクル工房開
設準備事業

417 環境課 0 0 0
　最終処分場の延命化を図るため、粗大ごみとして排出
された家具等の修繕を行いリサイクルすることにより、埋
め立てるごみを減量する。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度単年度ハード事業

-

生ごみ・し尿処理事業 473 環境課 64,900 177,013 97,986

下水道事業特別会計へ負担金を支出し、下水処理セン
ターで下水道汚泥と併せて生ごみ等のバイオガス化処理
を実施する。
　・平成23年度から、生ごみのバイオガス化処理を実施
　・平成25年度から、し尿・浄化槽汚泥のバイオガス化処
理を実施

現状
継続

生ごみ、し尿・浄化槽汚泥のバイオガス化処
理を下水処理センターで行うが、生ごみに関
しては分別の徹底を図っていく。

現状
継続

処理に伴う負担金であり、現状
継続とする。

2

　　２　ごみ処理体制の充実 125,442 186,035 485,074

最終処分場周辺環境整備
事業

416 環境課 946 1,070 1,070
　最終処分場周辺に飛散したごみ拾い及びカラス駆除、
最終処分場周辺に居住する住民等が実施する鳥獣被害
防除のため補助金を交付する。

現状
継続

現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

家庭ごみ適正処理推進事
業

418 環境課 60,055 65,232 81,944
　家庭ごみを適正に処理するため、指定ごみ袋の作成や
粗大ごみの収集運搬、ごみステーションの管理や整備の
補助金の交付を行う。

現状
継続

　引き続き、家庭ごみが適正に処理されるよ
う、ごみ袋作成、粗大ごみ収集運搬、ステー
ション管理、整備補助などの事業を実施す
る。

現状
継続

現状継続とする。 2

第３期最終処分場閉鎖事
業

419 環境課 36,498 0 0
　第３期最終処分場は平成１８年度をもって埋立てを終了
したため、雨水の適切な処理を行うとともに、植栽を行い
環境改善を図るための閉鎖工事を実施する。

終了
済
第３期最終処分場の閉鎖工事を実施し、雨
水の適正な処理が行われている。

終了
済
雨水の適正な処理が行われた。 -

第６期最終処分場造成事
業

459 環境課 22,260 113,813 398,982

　第５期最終処分場の埋め立て終了に合わせ、新たに第
６期最終処分場の造成を平成24年度から27年度にかけ
て行う。
※H24年度に周辺環境調査及び基本設計を行い、H25～
27の3ヶ年（継続事業）で、処分場造成工事を実施し、
　 H27年度供用開始を目指す。

現状
継続

平成27年度供用開始に向け整備を実施す
る

現状
継続

現状継続とする。 2

不法投棄対策事業 471 環境課 5,683 5,920 3,078

　不法投棄の抑制のため、廃棄物パトロール員による監
視や指導を行うとともに、回収した不法投棄ごみの適正
な処理を行う。埋め立てできない廃タイヤは、処理を委託
する。

現状
継続

現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

　　１　ごみの減量化・リサイクルの推進
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　第３節　水と緑の空間の充実 98,049 117,815 79,254

　　１　緑化の推進 27,027 17,839 18,248

緑の基本計画事業 411 都市計画課 115 156 165
　「自然と創造の調和した豊かな都市」を目指した緑事業
施策の計画を定めた「緑の基本計画」の実現に向け、事
業の進行管理や計画の見直しを行う。

現状
継続

　条例と計画に基づいて、市街地及びその
周辺における良好な自然緑地を、効率的に
事業を実施し残していく。

現状
継続

現状継続とする。 3

森林保全活用事業 420 都市整備課 15,605 11,871 12,008

  三別沢林道の改良や仁別、三島地区の樹木や治山ダ
ムの維持管理を実施する（事業主体：北海道）。未整備部
分については、北海道に引き続き治山事業の実施を要望
して行く。
　北広島団地周辺緑地については、森林経営計画に基
づき森林整備を行う。
　富ヶ岡地区市有林については、下刈りを実施し、保育に
努める。
　他の市有林については、森林ボランティアなど市民との
協働により整備を進める。

現状
継続

森林保全については、森林の持つ多面的・
公益的な機能が確保されるように、今後も
市有林の保全・整備を森林施業計画に基づ
き進める。

現状
継続

現状継続とする。 2

緑化推進事業 421 都市整備課 11,071 5,571 5,824

　市民の参加による花いっぱい運動を展開し、花のある
美しいまちづくりと緑化の推進を図る。
　公共施設、街路樹桝などを中心に植樹や花苗の植栽、
「花のまちコンクール」や「オープンガーデン見学会」を実
施するとともに、「緑のまちづくり条例」に基づき、緑の保
全や民間施設における緑化を推進する。

現状
継続

　今後も宿根草の植栽を進め、花苗等の経
費節減に努めるとともに、積極的に市民参
加を呼びかけながら美しいまちづくりの推進
を図る。

現状
継続

現状継続とする。補助団体と市
の役割分担を明確にし事業を効
率的に進めること。

3

緑の活動拠点整備事業 422 都市整備課 205 208 218

富ヶ岡地区の市有林を「緑の活動拠点」と位置付け、整
備・活用を進める。
○市民や中学生の森林施業体験、自然観察、間伐材利
用によるキノコのホダ木作りなど体験学習や環境学習の
場とする。
○森林ボランティアの活動、苗木作りの場として森を提供
する。
○地区内にある家屋（元農家住宅）、倉庫を資材の保管
や作業場として活用・提供する。

現状
継続

　富ヶ岡地区の市有林は、市民等による森
林施業体験や森林ボランティアの活動の場
として適地であることから、緑の活動拠点と
して今後も整備や有効活用に努める。

現状
継続

現状継続とする。 3

森林ボランティア支援事業 423 農政課 31 33 33
　森林保全活動に対する市民の理解や意識向上のた
め、森林整備等のボランティア活動をしているグループへ
の支援を行い、森林ボランティアの育成を図る。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

　　２　親水空間の保全 742 791 769

輪厚川親水事業 424 都市整備課 742 791 769
　輪厚川の親水空間を市民と協働で整備する。（花壇へ
の植栽、河川敷地の草刈。草刈の一部は住民団体が実
施するため交付金を交付する。）

現状
継続

　輪厚川は市内唯一の親水河川であり、今
後も「輪厚川と親しむ会」等の市民参加によ
る河川環境の美化、景観維持、親水事業を
実践し、市民や子供たちに親しまれる憩い
の場を提供していく。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　３　公園の整備 70,280 99,185 60,237

都市公園安全・安心対策
緊急総合支援事業

426 都市整備課 67,707 99,185 60,237

　公園施設の機能保全・安全性の確保等、都市公園にお
ける安全・安心対策を緊急かつ計画的に実施し、子供や
高齢者をはじめ誰もが安全で安心して利用できる都市公
園を整備する。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。安全性の確保
に重点を置き整備を継続するこ
と。

2

きたひろサンパーク整備事
業

429 都市整備課 2,573 0 0
　既存コースのレイアウトを変更するため、隣接地につい
て整備をおこない利用者の安全と利便性を向上させる。

終了
　コース改修の完了に伴い事業を終了す
る。

終了
コース改修の完了に伴い事業終
了とする。

-
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　第４節　防災体制の充実 12,817 4,851 24,980

　　１　防災対策の推進 9,295 3,724 545

防災資機材整備事業 430 危機管理課 6,829 2,877 500
　災害に対処するため、また、災害時の避難場所等にお
ける市民生活の安定を図るため、防災資機材や食料品
等の生活関連物資を備蓄する。

現状
継続

現状継続する。引き続き、備蓄目標の速や
かな達成に向け、計画的に備蓄を進める。

拡大
目標を速やかに達成するため、
早急に備蓄を進める必要があ
る。

1

防災訓練事業 431 危機管理課 47 847 45
　災害時における応急対策を円滑に実施するため、市
民、市職員、防災関係機関の職員等を対象に各種災害
訓練を実施する。

現状
継続

　町内会、自治会及び自主防災組織からの
需要が見込まれることから現状継続とする。
なお、市が主催する防災訓練として「水防訓
練」を行う。（総合防災訓練は5年に1回の実
施）

現状
継続

現状継続とする。 2

北海道総合行政情報ネッ
トワーク更新事業

434 危機管理課 2,419 0 0

　道と市町村間を相互に結び、災害時において迅速かつ
確実な通信をしているが、地上系通信システムの老朽化
及び電波法に基づく使用期限（平成23年11月）などから、
当該設備の更新を実施する。

終了
済
　平成24年度で事業終了のため

終了
済
事業は適切に実施された。 -

　　２　自主防災組織の充実 440 992 300

自主防災組織育成事業 435 危機管理課 440 992 300

　大規模な災害発生時においては、住民自ら相互に協力
し、災害に対処することが求められていることから、地域
における自主防災組織の設立を促進し、組織の育成を図
る。

現状
継続

　東日本大震災以降、市民の防災に対する
意識は高まっており、地域において自主防
災活動への取り組みが進められている。災
害時においては、自主防災組織の果たす役
割が大きいことから、今後も出前講座等によ
る啓発のほか、防災活動に対して助成金の
交付を行い、組織の結成及び育成を図る。

現状
継続

現状継続とする。自主防災組織
の役割は重要であるが、結成率
が3割程度のため、引き続き取り
組む必要がある。

3

　　３　治山・治水の推進 3,082 135 24,135

治水対策促進事業 436 庶務課 135 135 135
　石狩川水系千歳川流域の総合的な治水対策を実現す
るために活動している団体に対し、会の活動が円滑に推
進できるよう支援する。

現状
継続

現状継続とする。広報については、期成会
の活動内容も掲載し、また町内会回覧の利
用を行った。

現状
継続

現状継続とする。今後も活動内
容を周知すること。

3

河川障害物除去事業 437 土木事務所 2,947 0 0
　河川流路に堆積した土砂等を除去することで河川の流
下能力を保持し、流域に居住する市民の生命・財産の安
全を守る。

終了
済
事業目的の達成により終了する。

終了
済
事業目的の達成により終了す
る。

-

輪上川局部改修事業 462 都市整備課 0 0 24,000

　本河川を横断している市道輪厚中の沢線の輪厚1号橋
上下流部における河床洗堀ならびに屈曲部の水当たり
部の浸食を防止し、災害の発生を未然に防ぐため護岸工
を実施する。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

-

　第５節　消防・救急体制の充実 249,798 737,183 65,703

　　１　消防体制の充実 247,027 734,205 63,105

消防活動用資機材整備事
業

438 消防課 4,620 3,722 2,829

　大規模・特殊災害に対応するため、より機能性の高い
空気呼吸器を計画的に更新するとともに長時間活動可能
な軽量ボンベの拡充を図り、隊員の安全管理を充実させ
る。また、消防活動上必要な資機材を順次更新・整備し
市民生活の安心・安全を確保する。

現状
継続

　空気呼吸器・軽量ボンベの維持管理を徹
底し、災害時に安全かつ迅速に業務を遂行
できるよう計画的に資機材を更新する。さら
には個人用呼吸器面体の整備及び耐用年
数を迎える化学防護服の更新を計画的に進
める。

現状
継続

現状継続とする。 2
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

消防団活動支援事業 439 消防本部総務課 180 180 180

　消防団員は、水火災又は地震から住民を保護する使命
のほか、地域の防災意識の向上やコミュニティーの活性
化に向け、防火指導や特別警戒等の自主的な活動によ
り、安全で安心なまちづくりを目指しており、これらの活動
に補助する。

現状
継続

　市民の安全で安心なまちづくりを目指す自
主的な活動への支援は必要である。

現状
継続

現状継続とする。 2

消防水利整備事業 440 警防課 947 14,513 4,925
　火災等の発生時に速やかに消火活動を行えるよう無水
利地域の解消を図るため整備を行う。

拡大

平成25年度より、No.441消火栓更新事業と
統合した。消防水利の適正配置について整
備計画を見直したことによる計画的更新と、
老朽化消火栓については水道事業の配管
更新計画と並行し計画的に更新し維持管理
する。

拡大
配水管改良事業とあわせ実施
することが効率的であることから
拡大とする。

1

消火栓更新事業 441 警防課 4,237 0 0
　耐用年数30年を経過した老朽消火栓を水道事業が行う
配水管改良事業に併せ計画的に更新する。

統合
済
事業内容の類似からNo.440消防水利整備
事業と25年度から統合した。

統合
済
平成25年度から消防水利整備
事業に統合し実施している。

-

消防救急無線等整備事業 442 警防課 134,299 40,568 0
　消防・救急無線をデジタル方式に移行するため、石狩
振興局管内の６消防本部共同で整備を行う。

終了

　平成24年度に共同整備消防本部と整備後
の保守について、共同で維持管理していく
協定を締結した。保守費用負担割合は整備
負担割合（6.01％）と同率の見込みである。

終了 整備完了に伴い終了とする。 -

消防団員安全装備品等整
備事業

443 消防本部総務課 761 794 1,003
　地域の安全・安心の担い手として活動している消防団
員の老朽化した安全装備品等について、装備基準及び
服制基準に従い更新し、公務災害を抑止する。

現状
継続

　地域防災力の維持・向上のために必要不
可欠である。

現状
継続

現状継続とする。 2

消防署大曲出張所庁舎建
設事業

463 消防本部総務課 19,690 391,671 15,519
　交通渋滞による出動障害や敷地狭隘などの課題解決
のため、西部、大曲地区の拠点となる消防署大曲出張所
を建設する。

現状
継続

  出動障害等を生じている庁舎を移転建設
することにより、消防力の体制強化を図る。

現状
継続

現状継続とする。 2

消防車両等更新事業 465 警防課 73,454 38,681 38,649
　複雑・多様化する災害及び大規模災害に対応した消防
活動体制の確立のため、老朽化した消防車両を計画的
に更新する。

現状
継続

　老朽化した救急自動車更新に加え、救急
救命士の処置拡大や新たな処置にも対応
できる高度救命資機材を導入することで、市
民の安心安全の向上を図る。

現状
継続

現状継続とする。 2

消防庁舎耐震化事業 466 消防本部総務課 8,839 0 0
　消防庁舎と一体化している車庫部分について、平成23
年度に行った実施設計及び耐震計画評定委員会の意見
をもとに、耐震基準を満たす補強工事を実施する。

終了
済
　耐震性能を有し、防災拠点としての安全性
を確保した。

終了
済
事業実施により、防災拠点とし
ての安全性が確保された。

-

通信指令台更新事業 479 警防課 0 244,076 0

　平成２５年１０月から消防救急デジタル無線の運用を開
始するので、デジタル無線に対応できる高機能消防指令
システム（離島型）に更新する。
　現在の通信指令台は、平成１４年度に導入してからまも
なく１０年が経過し、ハード及びソフトの故障が頻発し緊急
出動指令などに支障があるので更新する。
※防衛施設周辺の生活環境の整備に関する法律、第8条
（防衛施設周辺民生安定施設整備事業補助金）の活用を
予定

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度単年度ハード事業

-

　　２　火災予防の推進 153 152 153

防火委員会推進事業 445 予防課 100 100 100

　市民及び地域の防火防災意識を高揚させるため、公益
性の高い防火活動事業を行う北広島市防火委員会に交
付金を交付する。（幼年消防クラブ、少年消防クラブ及び
婦人防火クラブ等の活動を促進）

現状
継続

　現状の活動を継続とし、新たな防火クラブ
等の結成に向けて行動する。

現状
継続

現状継続とする。 3
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

住宅用火災警報器普及啓
発事業

447 予防課 53 52 53

　平成１６年の消防法改正により、住宅における火災の
早期発見と早期避難実現のため住宅用防災機器の設置
基準が示された。北広島市は火災予防条例により平成２
０年６月１日から完全義務化を図り、全ての住宅への住
宅用火災警報器普及啓発事業を行う。

現状
継続

 現状の活動を継続するとともに、未設置世
帯へ設置を働きかけるため、より効率的な
方法を考察し、実行して行く必要がある。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　３　救急救命体制の充実 2,618 2,826 2,445

応急手当普及啓発活動事
業

448 救急指令課 664 824 675

　救急車が到着するまでの間、重篤な傷病者に対して迅
速・的確な応急手当ができる市民を養成するため、AED
（自動体外式除細動器）の使用と心肺蘇生法を含めたを
救命講習会を開催して、救命率の向上を図る。

現状
継続

市民の防災意識が高まる中、応急手当に対
する関心も高く、平成24年度は2400人以上
の市民が受講している。（平成23年度は
1290人）。今後も引き続き救命率の向上を
目指し、受講者に合わせた各種講習（救命
講習Ⅰ及びⅢ、上級救命講習、救命入門
コース）を実施し応急手当の普及拡大を図
る。

現状
継続

現状継続とする。 3

救急隊員研修事業 449 消防本部総務課 244 0 0
　災害現場等において、傷病者の救護にあたる救急隊員
を養成し、また資格取得後の知識や技術の向上を図る。

終了
済

25年度からは救急隊員数維持を目標として
救急業務経費（経常分）と統合し補充対応し
た。メディカル・コントロール体制において救
命士は、消防の中でも特に専門的になるた
め統合しなかった。

終了
済
平成25年度から救急業務経費と
して実施。

-

メディカル・コントロール事
業

450 救急指令課 1,710 2,002 1,770

　メディカル・コントロール体制において、医師の指導によ
る救急活動の事後検証、病院実習、指示・指導・助言を
通して救急救命士の資質向上を図る。
　包括的指示での除細動、気管挿管及び薬剤投与等を
円滑に実施することにより救命率の向上を図る。

現状
継続

メディカル・コントロール体制の構築による救
急救命士の処置範囲の拡大や計画的な就
業中研修により、救急隊員に技術や知識を
向上させ、市民の救命率の向上を図る必要
がある。

現状
継続

メディカル・コントロール事業は
他の研修と異なり特に専門的で
あるとの現課判断を尊重し、現
状継続とする。

3

　第６節　交通安全の推進 17,094 18,061 17,846

　　１　交通安全意識の充実 14,050 14,961 14,746

交通安全推進事業 451 市民課 14,050 14,961 14,746

　交通安全推進員、交通安全学童指導員、交通安全指
導員の配置により、交通安全意識の定着と事故の抑止を
図る。また、交通安全啓発資材による啓発のほか、交通
安全活動団体への活動費助成により、交通安全運動の
推進を図る。

現状
継続

　交通安全の高揚を図るためには、市民ひ
とり一人の交通安全に対する意識が重要で
あり、今後も交通安全教育や交通安全運動
の啓発に努め、各種団体・関係機関との連
携を図り各種交通安全対策を積極的に推進
していく。

現状
継続

現状継続とする。役割分担を明
確にして効率的な事業実施に努
めること。

3

　　２　交通安全環境の整備 3,044 3,100 3,100

交通安全施設整備事業 452 市民課 3,044 3,100 3,100
　だれもが安全に安心して通行できるよう、交通安全施設
など交通環境の整備を促進する。

現状
継続

 市民要望や道路環境の変化に応じ、逐次
交通安全施設の整備を図る。

現状
継続

現状継続とする。危険個所の把
握や市民要望を基に適切な整
備を図ること。

2

　第７節　防犯対策の推進 35,369 27,065 24,334

　　１　防犯意識の普及啓発 738 866 973

防犯活動支援事業 415 市民課 595 609 602
　防犯意識の普及と啓発活動を実施する北広島市防犯
協会連合会に交付金を交付する。
（防犯協会連合会に一括交付し、各団体に配分している）

現状
継続

犯罪のない安全で安心なまちづくりにむけ
て、市民の自主的な防犯意識の向上及び防
犯活動を助長していくことは重要なことであ
り、引き続き支援していく。

現状
継続

現状継続とする。市と防犯協会
などの役割分担を明確にし、効
率的に事業を実施すること。

3

犯罪のない安全で安心な
まちづくり推進事業

453 市民課 143 257 371

　市民が安心して暮らせるまちづくりを推進するため、「北
広島市犯罪のない安全で安心なまちづくり推進計画」に
基づき、防犯意識の普及啓発活動の実施及び自主防犯
活動に対して資材等の支援を行う。

現状
継続

市並びに市民、事業者、住民組織及び関係
団体が連携して、条例が意図する犯罪のな
い安全で安心なまちづくりを推進していくこと
は重要である。

現状
継続

現状継続とする。 3
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　　２　犯罪が起こりにくい環境づくり 34,631 26,199 23,361

街路灯整備支援事業 454 市民課 34,631 26,199 23,361
　夜間における犯罪の防止及び交通の安全確保を図る
ため、街路灯の設置や維持する自治会等の団体を支援
する。

拡大

夜間における犯罪の防止と安全確保のため
に設置している街路灯経費を補助すること
により、犯罪が起こりにくい環境づくりが図ら
れるため、補助制度を維持していく必要があ
る。
また、街路灯のLED化を進めるため、H24年
度から設置費補助率を1/2から2/3に引き上
げ、H26年度末のLED化率を全体灯数（6100
灯）の50％を目標とし整備を目指すものとす
る。なお、省エネタイプのLED街路灯への切
り替え集中が予想されるため、補助金の効
率的な配分に配慮しながら事業を継続して
いく。

拡大
ＬＥＤ街路灯は、長寿命、節電効
果が期待できるので、集中的に
切替えを進めること。

1

　第８節　消費生活の安定 3,314 2,393 2,543

　　１　消費者教育の拡充 1,299 1,983 1,983

消費者行政活性化事業 456 商業労働課 1,299 1,983 1,983

消費者利益の擁護増進、消費生活被害の未然防止及び
関係機関への連絡、協議を行い、被害拡大防止を図る。
消費生活全般を通じて相談や苦情に的確かつ迅速に対
応するため、消費生活相談員を配置する。
北海道の消費者行政活性化基金を活用し、消費生活相
談体制の強化を図り、消費生活問題の周知・啓発に努め
る。

現状
継続

現状継続とするが、北海道消費者行政活性
化基金の先行きが不透明なため、基金が廃
止されれば消費者まつり、消費者大会は北
広島消費者協会の単独開催となる。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　２　消費者保護の推進 2,015 410 560

消費生活相談員設置事業 457 商業労働課 1,605 0 0

　消費者利益の擁護増進、消費生活被害の未然防止及
び関係機関への連絡及び協議を行い、被害拡大の防止
を図る。
　消費生活全般にわたっての相談や苦情に的確かつ迅
速に対応するため、消費生活相談員を配置する。

統合
済
消費者行政活性化事業に統合

統合
済

平成25年度から消費者行政活
性化事業に統合し実施してい
る。

-

北広島消費者協会活動支
援事業

458 商業労働課 410 410 560
　消費者基本法の理念に基づく消費者の利益保護と消費
生活の安定と向上を図るため、様々な消費者活動を展開
している北広島消費者協会に補助金を交付する。

現状
継続

現状継続とするが、設立30周年を迎えること
から、記念事業に係る支援を単年度限りで
実施する。

現状
継続

現状継続とする。記念事業等の
助成については十分検討するこ
と。

3

第４章　活気ある産業のまち 576,687 462,876 343,565

　第１節　農業の振興 211,980 115,118 28,448

　　１　担い手の育成 3,389 4,108 4,108

農業後継者等育成事業 500 農政課 69 500 500
　本市の農業の持続的発展のために、次代の担い手で
ある農業後継者等の育成及び確保を図るため、農業後
継者等の研修等に対して補助金を交付する。

現状
継続

農業者が減少している中、持続性の高い農
業の展開を図るため引き続き担い手や新規
就農者の育成に資する研修活動等を積極
的に推進する。

現状
継続

現状継続とする。農業者が減少
しているので、積極的な事業展
開を検討する必要がある。

3

道央農業振興公社負担金
事業

502 農政課 1,781 1,781 1,781

　北広島市、千歳市、恵庭市、江別市、道央農業協同組
合が共同し、広域事業として農業振興を図るために、担
い手別の育成事業、農用地の利用調整事業、生産性の
向上と安全安心な農産物生産支援事業、農業労働力確
保支援事業、酪農・畜産関連での受託事業等を実施す
る。

現状
継続

公社への負担金であり、現状継続とする。
現状
継続

公社への負担金であり、現状継
続とする。

3
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決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

新規就農総合支援事業 539 農政課 1,539 1,827 1,827

農業従事者の高齢化が急速に進展する中、持続可能な
力強い農業を実現するには、青年の新規就農者及び経
営継承者（以下「青年就農者」）という。）を大幅に増加さ
せる必要がある。
青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図り、経営が
不安定な就農直後（５年以内）の所得を確保する給付金
を交付する。

現状
継続

将来の日本農業を支える若い世代の農業
者を育てるための支援は、必要性が高い。

現状
継続

現状継続とする。農業者が減少
しているため新規就農者が増え
るよう支援する必要がある。

3

　　２　農地の利用・保全 193,056 95,673 8,708

農地・水保全管理事業 504 農政課 2,444 2,449 3,287

　農地・農業用水等の維持保全活動は農家主体で行わ
れているが、農村地域の高齢化進行、専業農家の減少
等により施設の保全管理は困難な状況になっいてる。こ
のような状況の中で農業者、地域住民が一体となった保
全活動により、農業施設の長寿命化及び集落機能の低
下を防ぎ、農村環境の適切な保全管理と質的向上を図
る。

現状
継続

継続して実施とする。
現状
継続

現状継続とする。 2

道営南の里排水機場改修
事業

505 農政課 31,376 0 0

　南の里排水機場の排水ポンプ・原動機について、機能
維持のための保全改修を実施する。（平成２２年度に道
営土地改良事業として事業採択され、平成２３年度以降、
設計、本体工事を実施する。）

終了
済

国において千歳川改修が決定され、排水機
場の移設が移転補償により行われることと
なったため、本事業を終了する。

終了
済

国において実施することとなった
ことから終了する。なお、更新済
設備については移設先で活用す
る。

-

広島揚水機用水路改修事
業

506 都市整備課 151,804 0 0

　広島揚水機用水路の老朽化による漏水の多発が周辺
地域に被害を与えたり、農業用水不足となっていることか
ら、周辺地の被害域防止や用水不足を解消するため、用
水路の改修を実施する。

終了
済
事業実施により用水路の機能回復が図られ
た。

終了
済
事業実施により用水路の機能回
復が図られた。

-

農地改良事業 509 農政課 2,206 3,000 3,540

　農家が、転作田を含む透排水不良の農地において作物
の品質向上、安定生産を確保するために明渠・暗渠排水
整備を実施する際に助成を行う。また、現在借り手がいな
い遊休農地の流動化を図るために農地復元を行う場合
に助成を行う。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 2

農業用排水路維持管理事
業

510 農政課 2,601 1,866 1,881
　　病害虫の発生を抑え、流下断面を確保し、水害の予
防を図るため、市が管理する農業用排水路の草刈り、床
浚いを実施する。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

東の里揚水機場幹線用水
路移設事業

531 農政課 2,625 88,358 0

　東の里に設置予定である遊水地の計画敷地内に敷設
されている恵庭土地改良区財産の東の里幹線用水路に
ついて、遊水地の造成に支障があることから、国の移転
補償により、計画敷地外に市が受託して移設を行う。
　事業の実施については、委託により実施することにな
る。なお、国の遊水地工事の実施状況により、当事業の
実施時期については、変更の可能性がある。

現状
継続

実施設計に基づき、移設工事を実施する。
現状
継続

現状継続とする。 2

　　３　都市住民との交流 627 948 1,112

野菜づくり講座事業 511 農政課 171 179 185

　市民の余暇活動の充実、農業への理解を進めるととも
に、遊休農地の利用を進めるため、市民を対象に、現役
の農家や有識者などの知識と経験を生かして農作物の
栽培知識や技術を提供する野菜づくり実践講座を行う。

現状
継続

事業開始当初は研修圃場近隣からの参加
が主であったが、近年は家庭菜園を実践す
る壮年層を中心に市内全域から参加が見ら
れるようになり、また参加者からの評価は高
い。事業の周知方法、作物等より魅力のあ
る研修内容となるよう検討しながら実施す
る。

現状
継続

現状継続とする。 3
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

食農教室事業 512 農政課 48 54 62

ファストフードや加工食品等の消費が拡大している中で、
スローフードや健全な食習慣を身につけるといったことに
関心が高まっていることから、市内の小学生とその保護
者を対象に親子で食や農を考える機会を作ることを目的
として、保健福祉部・教育委員会と共同し、野菜・果物の
収穫体験などをとおして農業者等との交流や、地場農産
物の加工体験を行う食農教室を実施する。

現状
継続

参加した小学生と保護者からは高評価を得
ている。引き続き食と農について生産者等と
の交流を図ることを基軸としながら、関係課
にて周知方法と内容を検討しより魅力のあ
る効果的なセミナーとする

現状
継続

現状継続とする。 3

菜園パーク促進事業 513 農政課 0 100 250
　市内の遊休農地等に、市民の農業への理解を深める
場、余暇活動等の憩いの場などとしての認定市民農園の
開設を促進するため、相談や支援を行う。

現状
継続

遊休農地等を市民の憩いの場として活用
し、農地の荒廃を防ぐために支援と助成を
継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

グリーンツーリズム推進事
業

533 農政課 408 615 615

　市内では、農産物の直売や体験型農業などグリーン
ツーリズムの取組みが活発になっており、地域経済に波
及効果が期待されることから積極的なＰＲを実施する。今
後、グリーンツーリズム活動の連携促進により、さらに多
く交流が生まれ「きたひろしまの農業」や「きたひろしまの
魅力」を市内外に伝えられることから、実施者が連携した
活動を支援する。

現状
継続

  現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。引き続き北広
島市の農業の魅力の発信に努
めること。

3

　　４　生産・流通の振興 14,908 14,389 14,520

農業者戸別所得補償制度
推進事業

501 農政課 6,680 6,834 6,834

　農業経営の安定化を図るため、販売価格が生産費を恒
常的に下回っている作物を対象に、その差額を交付する
制度である農業者戸別所得補償制度を推進実施するた
めに活動主体となる北広島市地域農業再生協議会を支
援する。

現状
継続

農業経営安定のための戸別所得補償制度
を推進することから、農業者に対する制度の
説明や指導、加入促進のために必要な事業
である。

現状
継続

現状継続とする。 3

農業資金利子補給事業 514 農政課 721 630 760

　認定農業者がその計画に則して規模拡大などの経営
展開を図るために農業経営基盤強化資金を借入れした
場合に利子の一部を助成することにより、経営感覚に優
れた効率的かつ安定的な農業経営者を育成する。

現状
継続

農業経営基盤強化資金利子の一部を補給
するものであり、現状継続とする。

現状
継続

現状継続とする。 2

農業振興奨励事業 515 農政課 2,143 3,000 3,000

　農業経営者等で構成する生産組織や酪農家等に対し、
道央農業協同組合を通し事業費用の一部を補助する。
　（研修会、先進地視察など農業技術の向上や酪農ヘル
パー事業、えぞ鹿被害対策の電牧柵などに補助。）

現状
継続

各農業団体等が実施する農業振興事業は、
関係機関と協調して支援する必要があるこ
とから継続する。

現状
継続

現状継続とする。個々の補助金
の必要性、効果については、常
に検証すること。

3

環境保全型農業直接支援
対策事業

518 農政課 604 2,125 2,126

化学肥料・化学合成農薬の使用削減等により地球温暖
化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を行う
農業者に対して、取り組み面積に応じ、予算の範囲内で
助成を行う。
交付単価　国(50％)：4,000円　道(25％)：2,000円　市
(25％)：2,000円　合計8,000円

現状
継続

現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3

経営体育成支援事業 534 農政課 4,660 0 0

　市の定める経営体育成施設整備計画に従い、農業者
が融資機関からの融資を活用し、整備事業を行う場合、
整備事業に係る経費からプロジェクト融資の額を除いた
自己負担部分について補助金の交付を行う。

現状
継続

平成22年度より開始している事業となってお
り、国において事業実施主体・補助方法等
の改正を経ながら実施されている。平成25
年度は事業実施主体が市町村となったこと
から、継続して事業を実施する。

現状
継続

平成24年度で終了予定であった
が、国において平成25年度から
市町村を事業実施主体として実
施されることになったため現状
継続とする。

3

戸別所得補償経営安定推
進事業

538 農政課 100 1,800 1,800

土地利用型農業について、農業規模が20～30haの農業
経営体が大宗を占める構造を目指すために、人・農地プ
ランを作成し、地域の中心となる経営体に農地の集積を
図ることとし、その集積に協力をする農業者に対して協力
金を交付する。

現状
継続

現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　第２節　工業の振興 100 150 150

　　１　地元企業の育成 100 150 150

企業人財づくり支援事業 516 工業振興課 100 150 150

　　活力のあるまちづくりには、企業の健全経営が根幹で
あり、企業の健全経営には有能な人材の育成や確保が
不可欠であるため、市内に立地する企業が実施する能力
開発セミナーや各種研修等に助成し、企業の健全経営を
促進する。

現状
継続

受講者アンケートにおいて、受講したいセミ
ナーテーマを募っており、要望に沿ったテー
マや市民が参加しやすいテーマを選考して
行く。

現状
継続

人材の育成などのため必要であ
り、現状継続とする。今後の企
業誘致も踏まえ、制度が活用さ
れるよう検討が必要である。

3

　　２　市内での連携 0 0 0

北広島クラスター構想事業 517 農政課 0 0 0
　産・学・官の連携(クラスター形成)により、企業単独では
実現が難しい地域特性を生かした新たな産業の創出や、
新製品等の開拓促進を目指す。

見直
し

プロジェクトの発掘・事業化には企業等のア
イデア・実行力が不可欠であるが、アンケー
ト調査の結果、関心を示している企業は少
ない。現状では核となる商品・技術が見込め
ず、行政のみでは本事業の推進は困難であ
る。企業等の情報把握に努め、適切な事業
評価を通じて事業の休止・廃止を含めて検
討する。

見直
し
事業のあり方について、休止・廃
止を含めて検討すること。

4

　第３節　商業の振興 312,484 310,368 294,543

1,976 1,550 2,450

空き店舗利用促進事業 519 商業労働課 1,391 900 1,800
　大型店の進出や店舗の移転、事業者の高齢化による
廃業など、空き店舗増加への対策事業を実施する北広島
商工会に対して補助金を交付する。

現状
継続

空き店舗解消に伴う地域商店街の活性化、
住民の利便性向上が期待でき、さらには起
業者の負担軽減による出店の促進に有効
な事業であることから現状継続とする。

現状
継続

現状継続とする。定着率が4割
程度にとどまっていることから、
より効果的な方策を検討するこ
と。

3

地域商店街活性化事業 520 商業労働課 585 650 650
　各地区の商工業者が連携して、地域の特性を生かしな
がら商店街の賑わいと活性化を図る各種事業に対して支
援する。

現状
継続

各地区の消費者にとって地域商店街の存在
意義は大きいことから、今後も支援を継続す
る。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　2　商業経営の安定 310,508 308,818 292,093

小規模事業指導推進事業 521 商業労働課 26,440 27,433 26,763
　小規模事業者の経営安定化と中小企業支援のため、
経営指導及び経営改善への業務指導を行う北広島商工
会に対して人件費及び事務費の一部を支援する。

現状
継続

商工会が実施する経営改善普及事業等に
ついては、商工会及び商工会議所による小
規模事業者の支援に関する法律により、道
も補助の対象としている。市としてもその有
用性を認め、継続して補助を行う必要があ
る。

現状
継続

現状継続とする。 3

中小企業者等融資事業 522 商業労働課 270,025 265,332 265,330

　中小企業者の事業資金の円滑化を図るため、市が市内
金融機関に原資を預託する。また、信用保証料の全額及
び利子の一部を市が補給することにより、事業者の負担
を軽減し、中小企業の育成振興を図る。

現状
継続

経済状況に明るい兆しが見られるものの、
依然として厳しい状況にあることから中小企
業者の経営安定を図るため現状継続とす
る。

現状
継続

現状継続とする。 2

住宅リフォーム支援事業 536 商業労働課 14,043 16,053 0

　平成22年12月定例会で可決された「北広島市住宅リ
フォーム助成に関する条例」に基づき、市民が住宅のリ
フォームを行う際の工事等に要する費用の一部（10分の
1、上限10万円）を助成することにより住宅の改修を促進
し、もって快適な住環境の整備並びに市内の建設産業の
振興及び雇用の安定を図る。

現状
継続

条例の規定では平成25年度に終了予定で
あるが、事業に対する市民ニーズは高く、ま
た、建設産業の振興等に成果があったと認
められるため、今後のあり方を検討する。

現状
継続

事業目的の達成状況等を総括し
たうえで、今後の方向性につい
て検討すること。

2

　　１　各地域商業の振興・商業団体の育成
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　第４節　企業誘致・新産業の創出 1,521 1,911 977

　　１　企業誘致の推進 847 1,360 862

企業誘致推進事業 524 工業振興課 847 1,360 862
　優良な企業の立地による地域経済の活性化や雇用創
出の場を確保するため、北広島輪厚工業団地や民間所
有の分譲地への企業誘致活動を行う。

現状
継続

輪厚工業団地において、平成25年度は造成
が完了することから、積極的に道内外の進
出意欲のある企業に出向き、企業誘致活動
を展開する。

現状
継続

現状継続とする。輪厚工業団地
の分譲に向けて、企業の進出情
報の収集等を行うとともに、積極
的に企業誘致活動を展開するこ
と。

2

　　２　新産業の創出 674 551 115

コミュニティビジネス創業支
援事業

525 商業労働課 674 551 115

　少子高齢化、コミュニティ醸成、環境保全、教育、地産
地消など地域課題の解決にビジネスとして取り組む団
体、企業、個人の支援を行うため、コミュニティビジネスア
ドバイザーによる相談を実施するとともに、コミュニティビ
ジネスに取組む団体等の創業時に要する経費を補助す
る。

現状
継続

コミュニティビジネス創業者を支援することに
より、地域課題の解決が促進されることか
ら、事業を現状継続とする。なお、事例の公
表は市H.P.に掲載することで対応している。

現状
継続

現状継続とする。 3

　第５節　観光の振興 3,930 4,930 3,930

　　１　観光の振興 3,930 4,930 3,930

観光振興事業 526 商業労働課 3,930 4,930 3,930

　市内外の各種イベントへの参加や観光資源の紹介、宣
伝等により本市の観光事業の発展やイメージアップを図
るため、北広島市観光協会へ交付金を交付する。
　また、石狩管内の市町村等で構成する「さっぽろ広域観
光圏推進協議会」事業の推進に努める。

現状
継続

観光振興推進、新規事業の開発等による財
源の確保、事務局移管の検討を行う。

現状
継続

現状継続とする。引き続き、事務
局移管の検討を行うこと。

3

観光基本計画策定事業 527 商業労働課 0 0 0

　この計画は、北広島市総合計画（第５次）「にぎわい・魅
力づくりプロジェクト」に基づき、「地域資源の活用」や「ま
ちの魅力の発信」などの観光施策によって「観光まちづく
り」を推進することを目的に策定する。

終了 観光基本計画を作成し事業を終了する。 終了
観光基本計画を作成し事業を終
了する。

-

　第６節　労働環境の整備 46,672 30,399 15,517

　　１　就業機会の拡大と安定化 46,672 30,399 15,517

地域職業相談室運営事業 528 商業労働課 4,639 4,781 4,622

　求人情報の提供、職業相談、失業者相談を実施するこ
とにより、求職者等への利便性の向上させるとともに就職
促進を図る。
　「地域職業相談室(ジョブガイド北広島)」を国との連携に
より設置・運営するため、相談室の維持管理費の負担と
就職支援推進員1名を配置。

現状
継続

現状継続とする。事業内容については、求
職者に広く利用されるよう、引き続きＰＲが
必要。

現状
継続

国との連携事業であり、利用率
も高いことから、現状継続とす
る。

2

季節労働者通年雇用促進
支援事業

529 商業労働課 210 395 395
　市内に居住する季節労働者の通年雇用化を促進する
ために、北広島市季節労働者通年雇用促進支援協議会
を支援する。

現状
継続

　現状継続とする。（国・道が経費の95％を
負担）

現状
継続

現状継続とする。（国・道が経費
の95％を負担）

3

シルバー人材センター活
動支援事業

530 商業労働課 10,500 10,500 10,500
　高齢者の臨時的かつ短期的な仕事を確保し、提供し
て、高齢者の生きがいと活力ある地域社会づくりのため
に活動しているシルバー人材センターを支援する。

現状
継続

　現状継続とする。
現状
継続

現状継続とする。 3
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

緊急雇用対策事業 535 商業労働課 31,323 14,723 0

　雇用情勢低迷による企業倒産、解雇、雇い止め等によ
り、離職を余儀なくされた失業者及び未就職卒業者の生
活困窮を救済するため、次の雇用までの短期雇用や就
業機会の創出・提供を行うとともに人材育成を図る。

現状
継続

失業者の雇用確保や就業機会の創出・提
供を行うとともに人材育成を図るため、現状
継続とする。

現状
継続

現状継続とする。景気・雇用状
況を勘案のうえ、より効果の高
い経済・雇用対策事業への展開
を検討すること。

3

第５章　快適な生活環境のまち 2,057,012 2,269,409 1,984,797

　第１節　市街地整備の推進 18,861 41,882 16,828

　　１　市街地の形成 2,508 2,230 776

市街地整備計画事業 600 都市計画課 1,883 335 434

　「第5次総合計画」の「基本目標」や北広島市都市計画
マスタープランに基づいて「都市づくりの目標」などの実現
のために、計画的な市街地の形成をめざす。平成24年度
に上位計画の策定や、社会状況の変化に伴い、北広島
市都市計画マスタープランの改訂を行った。平成25年度
よりマスタープランに基づく、北広島にふさわしいコンパク
トシティ実践のため、用途地域等の全市見直しを行う。

現状
継続

現状継続とし、マスタープランに基づく用途
地域等の全市見直しを行う。

現状
継続

現状継続とする。 2

町名・町界整備事業 601 都市計画課 0 1,592 未定
　市民及び来訪者の利便を図り、わかりやすいまちづくり
を進めるため、町名・町界整備を進める。

現状
継続

　市民及び来訪者の利便を図り、わかりや
すいまちづくりを目的として、平成2年度から
事業を進めている。輪厚地区の新町名施行
後、住宅地案内板及び町名表示板を設置す
る。

現状
継続

現状継続とする。 3

土地区画整理組合指導事
業

602 都市整備課 58 46 67

　組合施行の土地区画整理事業に関して適切な指導、技
術援助、許認可を行うことにより、本市が目指す魅力ある
健全で良好な市街地形成の誘導を図り、地区住民等の
生活環境の向上と新たな市民のための住宅地を供給す
る。

現状
継続

大曲幸土地区画整理事業が事業継続(清算
事務)している状況であることから、現状継
続

現状
継続

現状継続とする。 3

市街地活性化事業 613 都市計画課 567 257 275

①北広島団地活性化計画の推進や既存市街地の未利
用地の利用促進のため、各種支援制度の検討を行う。
②北広島団地活性化に向けた情報提供・意見交換など
の場づくり。　③空き地・空き家などの不動産の流動化に
向けた取組みの検討を行う。

現状
継続

　北広島団地活性化計画に基づく住民・事
業者・行政等による取り組みを推進するとと
もに、既存市街地における合理的な土地利
用など、今後も各地区の地域性を生かした
まちづくりを推進していく。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　２　駅周辺まちづくり 16,353 39,652 16,052

エルフィンパーク活用事業 603 市民課 9,690 9,944 9,933

市民サービスコーナーにおいては、土・日・祝日における
戸籍等各種証明の交付などを実施し、市民サービスの向
上を図る。
市民に憩いと集いの場を提供し、展示やイベントを通じて
市民活動の助長と交流の促進を図る。

現状
継続

より一層の行政サービスの向上に努めてい
く。

現状
継続

現状継続とする。 3

有料駐車場管理運営事業 604 土木事務所 4,927 28,107 4,481

　駅周辺公共施設等の利用者の利便性の向上及び違法
駐車を防止し良好な都市景観を確保するため、指定管理
者制度を活用し、市営東西駐車場の適正な管理・運営を
行う。

現状
継続

指定管理者が近隣の施設へチラシ等でＰＲ
し、広告付きティッシュの配布回数を増やす
など利用増に向けた取組を行なうほか、更
なる利用増に向け、他の自治体へポスター
での掲示や広報紙への掲載を実施してい
る。

現状
継続

現状継続とする。さらに利用率
の向上を図ること。

2

自転車駐車場管理事業 605 土木事務所 1,736 1,601 1,638
　駅周辺の良好な環境保持のため、駅東西側に4箇所設
けた自転車駐車場等の適切な管理運営を行うとともに、
自転車の利用促進を図る。

現状
継続

駅周辺の良好な環境保持のため現行事業
を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3
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計
画
事

業
番
号

担当課名

駅周辺まちづくり推進事業 606 政策調整課 0 0 0

　ＪＲ北広島駅周辺の文化施設や商業・業務施設の諸機
能を生かし、市の顔にふさわしいまちづくりを推進する。
～駅東口の商業業務施設用地については、具体的な開
発計画が進められていることから、今後も市に関係部局
や関係機関、事業者との情報交換や開発スケジュールな
どの情報収集を行う。ＪＲ上野幌駅バリアフリー化につい
ては、今後も札幌市、ＪＲ北海道と意見交換や情報の共
有化を図る。

現状
継続

　駅東口の商業業務施設用地の高度利用
を図り、民間活力を導入し、地区計画に沿っ
て商業業務施設の誘導や優良住宅等の集
積を促進する。

現状
継続

現状継続とする。 3

　第２節　居住環境の充実 137,048 314,062 481,660

　　１　公営住宅等の整備促進 137,048 313,962 481,160

公営住宅長寿命化事業 607 建築課 0 0 20,000

　市営住宅は構造により耐用年限が45年又は70年とさ
れ、この間市営住宅としての役割を果たすには、その性
能を保持するための計画的な修繕や改善が必須である。
　平成23年度に策定した『北広島市公営住宅長寿命化計
画』に基づき、平成26年度から必要な修繕・改善等を実
施する。

現状
継続

市営住宅広島団地は建築から２０余年が経
過していることから、屋上防水や外壁の改
修は、住宅ストックの延命を図るためには、
非常に有効な手段である。

現状
継続

現状継続とする。 3

市営住宅共栄団地建替事
業

608 建築課 16,584 313,962 461,160

　高齢者や低額所得者など住宅困窮者が入居する市営
住宅の住環境水準向上のため、公営住宅ストック総合活
用計画により、老朽化が著しい共栄第２団地と北の台団
地を共栄第２団地敷地に集約した形で建替える。

現状
継続

 基本設計に基づき事業を継続して実施す
る。

現状
継続

現状継続とする。 2

市営住宅西の里団地用地
取得事業

611 建築課 120,464 0 0

市営住宅西の里団地の建替え事業に係る用地について
は、借用により建設事業を先行して行い、建設事業が終
了することに伴い、用地を所有地から購入し用地取得事
業も終了する。

終了
済
適正に用地取得を実施した。

終了
済
用地取得が完了したため終了と
する。

-

　　２　多様なニーズへの対応 0 100 500

住宅住替え支援事業 609 建築課 0 0 0

　利便性の高い地域への住替えの意向を持っている高齢
者世帯等からの住宅情報を収集・登録し、この情報を子
育てに適した環境の住宅を求めている世帯などに提供し
て住替えの円滑化を図るとともに、空き家の増加を防ぐ。

終了

「空き地・空き家バンク」事業が都市計画課
で実施され、当課の事務は「住宅相談」のみ
となっているので事務事業評価対象には馴
染まないと考える。

見直
し
定住人口の増加を図るため、事
業目的を含め見直しを行うこと。

4

木造住宅耐震診断・改修
支援事業

610 建築課 0 100 500

　木造住宅の耐震化の促進を図るため、昭和56年5月31
日以前に建築された木造住宅を対象として所有者が耐震
診断・改修工事を行う際に要する経費の一部を助成す
る。

現状
継続

年2回の広報掲載やポスター等で周知を
図った。継続して、木造住宅の耐震診断補
助を行う。

現状
継続

現状継続とする。耐震化の促進
を図るため、今後も実施手法の
検討を行うこと。

3

　第３節　道路の整備 404,075 701,009 479,096

404,075 701,009 479,096

市道整備事業（補助） 614 都市整備課 13,703 165,984 248,100
未着手路線の整備により市民の円滑な移動と地域交通
の利便性向上を図るとともに、自転車・歩行者の利用環
境整備のために歩道を整備して安全を確保する。

現状
継続

歩行者や車両等の通行の安全を確保する
ため、関係機関と協議をおこないながら事
業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。計画的な整備
を進めること。

2

生活道路整備事業 615 都市整備課 69,605 89,600 71,220
　市民にとって最も身近な生活道路を整備することで、振
動や防塵対策、雨水の滞留防止を図り、安全で快適な道
路環境を確保する。

現状
継続

本事業における整備率については、約94.2%
に達しているが、未だに完了していないこと
から、継続して実施する。

現状
継続

現状継続とする。計画的な整備
を進めること。

2

市道整備事業（単独） 616 都市整備課 199,656 320,468 15,000
未改良区間や老朽化した路線を整備することにより、安
全で快適な道路環境を確保する。

現状
継続

歩行者や車両等の通行の安全を確保する
ため、関係機関と協議をおこないながら事
業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。計画的な整備
を進めること。

2

　　１　市内幹線道路・生活道路等の整備
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計
画
事

業
番
号

担当課名

街路樹補植事業 621 土木事務所 956 1,000 1,000
　都市景観の保持と交通の安全性や快適性の確保のた
め、枯れや倒木によって除去された空き植樹桝の補植を
実施する。

拡大
 老木等による伐木により空き桝が増え、計
画通りの整備を実施するために、さらに事業
を拡大する必要がある。

拡大

目標値を大きく下回っているた
め整備を進める必要がある。た
だし、目標数値については常に
精査を図ること。

1

照明灯維持補修事業 622 土木事務所 26,018 4,000 4,000
　市管理の道路照明灯を計画的に維持・補修することに
より、車両及び歩行者の通行の安全を確保する。

拡大
　施設劣化にともなう、補修・取替え灯数の
増加から、事業の拡大が必要である。

拡大
目標値を大きく下回っているた
め整備を進める必要がある。

1

舗装補修事業 623 土木事務所 79,111 100,000 80,000
　　老朽化している市道のうち、幹線及び準幹線の中から
交通量、劣化度、重要度等により補修事業を計画的に進
める。

拡大
　舗装老朽化にともなう事故防止のため、事
業を拡大し補修率を上げる必要がある。

拡大
安全確保の観点から、補修ペー
スを速める必要がある。

1

市道用地確定事業 624 土木事務所 0 2,609 3,158

　市道敷地の用地確定（分筆）が必要なものや、所有権、
使用権などの権原を市が取得していないもの（未処理用
地）について、用地買収、寄付などにより権限を取得す
る。

現状
継続

土地所有者の居所調査や売買への意向を
確認しながら用地取得の緊急性を精査し、
事業を行なう。

現状
継続

現状継続とする。 3

地域土木振興事業 625 土木事務所 6,004 1,000 750

　市内の土木施設の整備を図り、住民生活の向上のた
め、共同で土木工事を実施する者に対し、事業費の支援
を行う。
　市が管理する以外の道路等で、土木工事を施工する団
体に、工事費用の２/３以内の額の補助を行う。

見直
し
  事業は継続するが、平成25年度中に補助
率を見直すものとする。

見直
し
事業は継続とするが、補助率を
平成25年度中に見直すこと。

4

東西連絡橋施設補修事業 627 土木事務所 5,044 2,300 3,800
　市民の憩いとコミュニティの場として良好な状態を維持
するため、経年劣化によるシーリング等の補修を計画的
に実施する。

現状
継続

　多くの市民が利用する交流の場でもあるこ
とから、快適な空間を維持するため計画的
な補修が必要である。

現状
継続

市の象徴的な施設でもあり、現
状継続とする。

3

橋梁長寿命化事業 632 土木事務所 0 10,990 50,000

　平成23年度に策定された橋梁長寿命化修繕計画に基
づき、補修工事等を適期・適切に行うことで橋梁の長寿命
化及び修繕費用の縮減を図り、道路網の安全性・信頼性
を確保するため、補修工事を計画的に実施する。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始事業（24予算ゼロ）

-

道路計画事業 633 都市計画課 1,828 3,058 2,068

　安全性、利便性の高い都市間連絡道路や市内道路網
のネットワーク形成のため、都市計画道路を適切に定め
るとともに、適宜、都市計画道路網の見直しを進める。
　また、道路網計画の検討や整備効果の評価などの基礎
資料とするため、交通量調査を実施する。

現状
継続

交通量調査は引続き行い、道路交通施策等
の検討資料とする。

現状
継続

現状継続とする。 3

市道整備事業（直轄） 690 都市整備課 2,150 0 0
未改良区間や老朽化した路線の整備を拡大し、安全で快
適な道路環境を確保する。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
負担金事業

-

　第４節　交通の充実 72,064 123,502 63,592

　　１　公共交通の充実 3,927 4,765 2,500

地域交通システム検討事
業

634 政策調整課 1,427 2,265 0

　交通弱者や交通空白地域における移動手段の確保を
図るため、北広島市地域公共交通活性化協議会におい
て検討した「地域公共交通総合連携計画」に基づき、実
証運行などを行い、新たな地域交通システムの検討を行
う。

現状
継続

　実証運行の状況を踏まえ、新たな地域交
通システムの検討を進める。

現状
継続

現状継続とする。本事業を引き
継ぐ地域交通システム推進事業
においては、実証運行の成果を
十分生かすよう努めること。

3
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生活バス路線確保対策事
業

684 市民課 2,500 2,500 2,500

乗合バス事業者の市内不採算路線の運行欠損額の一部
を補助金として交付し、市民の日常生活に不可欠な生活
バス路線を確保・維持し、市民生活の利便を図る。
＜補助対象路線＞
国庫補助・道単補助の対象路線以外で、かつ複数市町
村にまたがらない市内完結路線
＜補助対象期間＞
補助金の交付を受けようとする会計年度の前年度の3月
31日を末日とする1年間
＜補助対象経費＞
経常費用と経常収益の差額（赤字額）

現状
継続

　生活バス路線の赤字額が増加傾向にある
ため、事業者の大幅な減便等を回避するた
め、実効性のある事業である。

現状
継続

現状継続とする。 3

2,064 2,193 2,101

サイクルネットワーク構築
事業

635 政策調整課 0 0 0

　北広島から馬追丘陵周辺に至る緑豊かな景観や自然
を活用し、拠点となる施設を有機的に連携させたサイクル
ネットワーク構想を策定・整備し、環境にやさしい自転車
交通の利用促進を図る。
　地域環境の形成と交流ネットワークの広がりを通じて、
広域的な地域振興を推進する。

現状
継続

広域的な事業であることから、札幌恵庭自
転車道を軸に、国、北海道や他市町村と歩
調を合わせて市内ネットワークの構築や道
央馬追サイクルネットワーク構想との連携に
ついて検討する。

現状
継続

馬追サイクルネットワーク推進
協議会の今後の方向性に関す
る検討結果を踏まえ、サイクル
ネットワーク形成に向けた新た
な事業展開を図ること。

3

レンタサイクル事業 636 土木事務所 2,064 2,193 2,101
　環境にやさしい交通手段である自転車の利用促進を図
るため、自転車の貸出しを行い、併せて市民の健康促進
及びレクリエーションの振興を図る。

現状
継続

  本事業は自転車の利用促進により市民の
健康促進やレクレーションの振興を図るもの
で、費用対効果にそぐわない事業である
が、この事業の趣旨を鑑み、広報活動やサ
イン等の設置により、更なる利用者増に向
けて努力をしていく。

現状
継続

現状継続とする。市民の健康促
進及びレクリエーションの振興を
図ることが目的であるため、他
部署との連携も検討すること。

3

　　３　冬期間交通の確保 66,073 116,544 58,991

市道排雪支援事業 638 土木事務所 33,070 35,217 32,487
　冬期間の生活環境の改善と交通確保を図るため、市街
化区域内における市道の排雪を実施する自治会等に費
用の一部を補助する。

現状
継続

　冬季間の生活道路の交通を確保すること
により、生活環境の向上が図られている。

現状
継続

冬季間の生活道路の確保のた
め必要な事業であり、現状継続
とする。

3

私道除雪支援事業 639 土木事務所 2,268 2,300 1,725
　公共性の高い私道の冬期間の交通を確保するため、私
道を除雪する団体にその費用の一部を補助する。

見直
し
事業は継続するが、平成25年度中に補助率
を見直すものとする。

見直
し

事業は継続とするが、補助率を
平成25年度中に見直すこと。世
帯負担上限額についても引き続
き検討すること。

4

小型除雪機械貸出事業 640 土木事務所 996 1,560 1,579
　通常の市道除雪では対応しきれない道路などの除雪を
自主的に行う自治会等を対象に貸出を行う。

現状
継続

　平成２２年度に貸出料を無料としたことに
より、利用の拡大が図られた。また、平成２
３年度から試験的に実施したシーズンを通し
ての利用実績、意見等を基に検討し、積極
的なＰＲと合わせて更なる利用拡大を図る。

現状
継続

現状継続とする。シーズンを通じ
た貸し出しなど、手法改善による
効果を踏まえ今後の事業展開を
検討すること。

3

除雪車等購入事業 641 土木事務所 28,924 77,467 23,200
　除雪車等の更新・増強を計画的に行うことにより、除雪
体制の保持・強化を図り、冬期間の円滑な交通と安全を
確保する。

現状
継続

　厳しい経済状況の中、除雪を担う建設業
者の体力が低下し、必要な除雪機械の確保
にも支障が生ずる事態が懸念されることか
ら、除雪体制の維持強化のために、市の保
有する除雪車両の充実を図る必要がある。

現状
継続

機器等の更新は除雪の確保に
必要であり、現状継続とする。

3

雪対策基本計画策定事業 642 土木事務所 815 0 0
　冬期間の快適な生活環境の形成を図るため、雪対策に
関する協働のあり方や役割分担などについて検討し、雪
対策基本計画を策定する。

終了
済
事業目的達成の為終了

終了
済
今後、計画に沿った事業展開を
図ること。

-

　第５節　水道の整備 305,189 298,966 246,582

　　１　水の安心 2,789 2,939 3,051

　　２　サイクリング・ネットワークの形成
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

水質検査委託事業 679 水道施設課 2,789 2,939 3,051
　給水する水が水道法に基づく水質基準に適合している
ことを確認するため水質検査を実施する。

現状
継続

　水道法に基づいた業務であり、今後も事
業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 2

　　２　水の安定 126,159 99,529 44,027

飲料水等供給施設設置支
援事業

644 環境課 1,611 1,000 1,000
　市街化調整区域に居住する市民に対し、良質な飲料水
の確保と安定供給を図るため、飲料水等供給施設の設
置工事に対する費用を助成する。

現状
継続

衛生上の観点から、市街化調整区域に居住
する市民に良質な飲料水を確保することは
必要であり、今後も継続する。

現状
継続

現状継続とする。 2

休日等給水サービス業務
委託事業

645 業務課 1,890 1,955 1,955

　近年給水装置の老朽化が進み、給水装置に関する相
談や漏水事故の発生件数も増加することが予想される。
　また、水道使用者の高齢化も進む中、安心して水道を
利用できるよう、休日等における相談や漏水事故等に迅
速に対応するため、給水サービスを実施する。

現状
継続

　休日時においても、水道使用者が安心し
て水道を使用できるよう事業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

水道開閉栓業務委託事業 646 業務課 6,987 6,971 6,992
　年間を通じた開閉栓届出に対応するため、土日・祝祭
日・年末年始を含めた開閉栓業務を実施する。

現状
継続

年間を通じて、水道の使用開始や中止の際
に必要な事業であり、業務委託として継続
する。

現状
継続

現状継続とする。 3

水道第５期拡張事業 647 水道施設課 94,743 69,005 17,850
　給水区域内への水道水の安定供給を図るため、水道第
5期拡張事業により水道施設及び配水管の整備を実施す
る。

現状
継続

　社会環境の変化、人口・水需要推計など
から需要水量の減少が見込まれたため、平
成16年度に事業再評価を行い平成18年度
に規模縮小となる事業認可変更を行いまし
た。今後も事業認可に基づき事業を継続す
る。

現状
継続

現状継続とする。 2

石狩東部広域水道企業団
出資金

681 財政課 20,928 20,598 16,230

　石狩東部広域水道企業団からの用水供給のため、「地
方公営企業繰出基準」に基づく「上水道の水源開発に要
する経費」及び「上水道の広域化対策に要する経費」を企
業団に対する繰出金及び出資金により構成団体が権利
水量に応じた負担をする。

現状
継続

　繰出基準に基づく国の制度によるもので
あり、繰出金については、平成25年度をもっ
て終了するが、出資金については、石狩東
部広域水道企業団用水供給事業の経営の
安定及び財政基盤の強化に資するため引き
続き実施していく（平成26年度終了予定）。

現状
継続

現状継続とする。 2

　　３　施設の持続 168,987 189,054 192,060

配水管改良事業 648 水道施設課 168,987 189,054 192,060

　老朽管更新事業計画に基づき、敷設後40年を経過した
既存配水管を更新し、漏水事故等の未然防止と有効率
の向上を図る。基幹的配水管の更新においては、配水管
の劣化度調査を行い地震災害時に備えた耐震管での更
新を実施する。

現状
継続

　水道水を安定供給するために必要不可欠
な事業であり、今後も事業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 2

　　４　水道経営基盤の強化 7,254 7,444 7,444

上下水道料金収納業務委
託事業

649 業務課 7,254 7,444 7,444
　上下水道料金の未納者に対する催告や個別徴収を行
い、納入の促進、滞納整理を実施する。

現状
継続

滞納者・滞納額の減少を目標とする事業
で、歩合制の導入により成果は上がってお
り事業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

　第６節　下水道の整備 946,442 628,412 512,100

　　１　下水道の整備と利用の促進 556,346 550,413 509,450

下水道（雨・汚水管）整備
事業

651 下水道課 107,654 74,369 43,417

　市街地における浸水の防止、快適で衛生的な生活環境
の確保及び公共用水域の水質保全を図るため、道路整
備に合わせた雨水管の整備、未普及地区の汚水管整備
及び老朽化した施設の更新を行う。

現状
継続

市街地における快適で衛生的な生活環境
の確保や、公共用水域の水質保全を図る上
で必要であることから事業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 2

下水処理センター整備事
業

652 下水道課 426,755 444,944 441,333

　市街地における快適で衛生的な生活環境を確保し、公
共用水域の水質保全を図るため、老朽化した施設・機器
の更新を実施する。
　平成25年からの更新事業は、北広島市下水道長寿命
化計画により実施して行く。

現状
継続

　市街地における快適で衛生的な生活環境
を確保し、公共用水域の水質保全を図る上
で必要な事業であることから、現状継続とす
る。

現状
継続

現状継続とする。 2
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25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

下水道管理システム整備
事業

653 下水道課 1,859 2,500 2,500
　下水道事業の事務事業の効率化及び市民等へ管路情
報を提供するため下水道管路等情報のデータ更新を実
施する。

現状
継続

下水道施設の維持管理業務の効率化を図
る上で必要であり、事業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

下水道管渠更生事業 654 下水道課 11,898 12,000 12,000
　マンホールや管渠破損による道路陥没等の防止及び浸
入水の防止による下水処理センターへの負荷軽減を図る
ため、調査に基づき補修を実施する。

現状
継続

　市民の日常生活に支障が無いように、下
水道施設の調査や補修は必要であることか
ら事業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 2

事業場排水監視事業 655 下水道課 1,092 1,200 1,200
　下水道施設の機能低下防止や環境保全を図るため、事
業場などからの排水の水質検査等を実施する。

現状
継続

下水道施設の維持管理や環境保全の観点
から必要であり、事業を継続する。また、改
善率の向上・改善指導の強化については、
文書での通知から直接面談し指導を行うこ
ととした。

現状
継続

現状継続とする。 3

下水道施設長寿命化計画
策定事業

667 下水道課 7,088 15,400 9,000

施設のライフサイクルコスト（新設費、維持管理費、処分
費を含めた費用）の縮減と施設の延命化を図り、改築更
新費用の平準化等を行う。　初年度に基礎調査を行い、
施設全体の設備数を把握し、その中から中長期の改築
需要の概ね５ヵ年以内の対象設備を抽出し、次年度に対
象設備の詳細調査を実施し、５ヵ年程度の長寿命化計画
を策定する。

現状
継続

施設の延命化と更新費用の平準化等を目
的とした事業であることから、事業を継続と
する。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　２　発生汚泥の有効利用 2,183 5,881 2,650

汚泥有効利用推進事業 659
下水処理セン

ター 2,183 5,881 2,650

 　下水処理センターで発生する乾燥汚泥を肥料として、・
市内農業者（乾燥おでい農地利用組合員）への提供、・
町内会や小中学校などが実施する花壇作りや環境整備
などの公共用への提供、・一般市民への還元などにより
有効利用を図る。
　 また、バイオマス（生ゴミ、し尿・浄化槽汚泥）受入れに
伴い、汚泥の性状が変化することから、肥料取締法の基
準に適合した安全な汚泥肥料として緑農地還元を行って
いくため、汚泥分析、植害試験等を行うとともに、汚泥量
の増加に対する新たな利用先の拡大を図る。

現状
継続

平成25年からは生ゴミに加え、し尿や浄化
槽汚泥など地域で発生するバイオマスを新
たに受け入れることから、事業を継続する。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　３　し尿・浄化槽汚泥の処理 387,913 72,118 0

道央地区環境衛生組合負
担金事業

657 環境課 41,396 72,118 0
　北広島市・長沼町・由仁町・南幌町の1市3町で構成する
道央地区環境衛生組合でのし尿等の広域処理に対する
費用を負担する。

現状
継続

　平成26年度の組合解散に向け、施設の解
体及び解散事務を進める。また、し尿等の
処理は北広島市へ委託し北広島市下水処
理センターで行う。

現状
継続

当初平成24年度の事業終了を
予定していたが、既存施設の解
体及び解散事務を行うため、組
合解散が平成26年度になったこ
とから、事業期間を2年間延長す
る。

2

バイオマス利活用施設整
備事業

658 環境課 346,517 0 0

　埋立処分されている生ごみを平成２３年度から分別収
集し、既存下水処理センター施設を有効活用してバイオ
ガス化処理（メタン発酵処理）を行うため、下水処理セン
ター内に新たにバイオマス混合調整棟を建設する。併せ
て、道央地区し尿処理場で処理されているし尿・浄化槽
汚泥について、処理場の老朽化が進行していることから、
平成25年度から当該施設で受入、処理を行うための施設
整備を実施する。

終了
済
計画的な施設の維持管理を実施し、効率的
な施設の運転を行う。

終了
済
施設の有効活用に努めること。 -

　第７節　都市景観の形成 28 41 44

　　１　景観づくり 28 41 44
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計
画
事

業
番
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担当課名

都市景観形成事業 660 都市計画課 28 41 44

　北海道景観条例に基づき、地域の個性を生かした魅力
ある都市景観づくりを進め、快適で美しい街並みの形成
と維持を図るため、届出対象となる建築物などについて
の協議指導、都市景観にかかる啓蒙・啓発及び屋外広告
物の指導、違反広告物の簡易除去を実施する。

現状
継続

　市民の景観に対する意識の向上を図ると
ともに、地域の個性を生かした魅力ある都
市景観づくりを進めていく。

現状
継続

現状継続とする。 3

　第８節　情報化の推進 173,305 161,535 184,895

　　１　行政事務の情報化 165,404 152,204 178,051

情報通信基盤設備管理事
業

661 情報推進課 86,951 64,340 92,802

　行政情報センターを中核とした市内各公共施設の情報
通信ネットワークを活用して情報の発信・共有を行うととも
に、地方公共団体専用の回線であるLGWANを用いて国
や各地方公共団体等との情報の連携・交換など行政事
務の簡素化、効率化を図る。

現状
継続

ネットワーク等各種インフラの機能維持と効
率的な利用に努め、より効率的な新技術の
活用について、引き続き検討を進める。ま
た、災害時等における業務継続の検討を進
める。

現状
継続

現状継続とする。 3

基幹系情報システム管理
事業

662 情報推進課 60,300 70,134 67,406

・住民記録、税務、福祉等に係る各種の市民向け業務に
ついて、効率的かつ迅速なサービスを常に提供できる体
制を目指し、必要な機器、システム等の管理・維持を行
う。
・更なる効率化のため、総務省が進める自治体クラウド
（庁舎内にシステムを置かず、外部のデータセンター等に
設置した共同システムを利用する形態）の動向を踏まえ
つつ、クラウド型サービスの検討を進める。

現状
継続

　各業務システムについて引き続き仮想
サーバ基盤上への統合を推進し、災害時等
における業務継続の検討を進める。

現状
継続

現状継続とする。 3

総合内部情報システム管
理事業

682 情報推進課 18,153 17,730 17,843

　内部業務システムの運用管理、内部業務のシステム化
により、業務の効率化を図る。
　財務系（予算編成、予算管理、起債、財政推計）、会計
系（歳入歳出管理、資金・基金管理、歳入歳出外管理）、
財産系（備品管理、資産管理）、契約系（契約管理、業者
管理）、計画系（推進計画、行政評価）、共通系（職員認
証、グループウェア、職員ポータル）

現状
継続

文書管理・電子決裁、汎用GISの各システム
を活用してペーパーレス化を推進するととも
に、各部署における情報資産の引き継ぎと
業務の効率化を図る。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　２　情報化の環境整備 7,901 9,331 6,844

情報化施策推進事業 663 情報推進課 7,901 9,331 6,844

　ITを活用した情報発信及び手続きの電子化を進め、市
民の利便性の向上を図る。
　①市政情報の発信のための市ホームページの充実や
地域SNSの運営を行う。
　②北海道電子自治体共同システム（ＨＡRP)の運用を継
続し、電子申請・届出の充実を図る。

現状
継続

電子申請については、簡易申請の利用を検
討し、システムの有効活用を図る。また、地
域SNSについては、行政を含めた活用につ
いて検討する。

見直
し

電子申請のあり方については、
利用者の状況や、社会保障・税
番号制度等の動向を勘案しなが
ら見直すこと。

4

第６章　計画の実現に向けて 137,684 485,249 121,408

　第１節　市民参加・協働の推進 71,797 428,292 65,854

　　１　市民参加の推進 811 816 824

市民参加推進事業 800 行政推進課 132 209 218

自分のまちのことは自分で決め、つくるという自治本来の
姿を実現するため市民参加を推進する。
市民参加推進会議において、市民参加条例に基づく市民
参加手続きの実施状況について、検証・評価を行い、行
政への市民参加の促進を図る。

現状
継続

市民参加制度は適正に運用されているが、
制度の更なる浸透を図るため検討を続けて
いく。

現状
継続

現状継続とする。 3
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

市表彰事業 824 総務課 679 607 606

　市政の振興に寄与した方や衆人の模範と認められる行
為があった方の功績や事績をたたえ、市が感謝の意を表
する。このことにより、各分野で地道に活動している方へ
の激励や市民の市政に対する意識向上がなされ、市民と
の協働のまちづくりの促進を図る。

現状
継続

　市民との協働のまちづくりを進める上で、
功績のある方々を表彰する制度は不可欠で
あり、今後継続して実施する必要がある。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　２　協働の推進 1,924 4,716 4,734

市民協働推進事業 801 行政推進課 1,924 4,716 4,734

○地域で抱える課題の解決やより良い市民生活を実現
するため、市と公益活動団体との協働を促進する。公益
活動を促進するため、人材の育成や組織基盤の強化、
ネットワークづくりに取り組むとともに、公益活動団体等の
活動を支援する。また、市民協働推進会議により、協働
の推進についての客観性や実効性を確保する。（公益活
動事業補助金の審査、協働の実効性の評価など）○地域
住民が自主的に進めるまちづくり活動に対して助成金を
交付し、市民との協働によるまちづくりを積極的に進め
る。

現状
継続

公益活動事業補助金については、団体への
PRに努め地域課題の解決を目指す。NPO
設立認証事務については、事務マニュアル
を作成するなど事務の精度を高めるとともに
事務の引継ぎに対応する。

見直
し
補助金の必要性も含め検討、見
直しを行うこと。

4

　　３　公益活動の促進 0 0 0

公益活動センター整備事
業

831 行政推進課 0 0 0
団体相互の交流や日常のミーティング場所の提供など活
動に必要な支援機能の充実を図るため、公益活動セン
ターを整備する。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
開始未定のハード事業

-

　　４　地域コミュニティの醸成 69,062 422,760 60,296

コミュニティ施設整備事業 803 市民課 2,141 770 1,200

　地区住民センター等の老朽化した備品の計画的な更
新、各住民集会所の維持管理団体(自治会等)が整備す
る備品等に対する補助及び町内会所有の住民集会所に
おける規模の大きい補修工事費用を助成し、コミュニティ
活動の場の維持に努める。

現状
継続

地区住民センター並びに地区住民集会所の
適切な管理のもと、円滑な地域コミュニティ
の向上を図るためには継続した助成が必要
である。

現状
継続

必要な補修等に取り組む必要が
あり、現状継続とする。（市の公
共施設の老朽化への抜本的な
対応が必要である）

2

地域コミュニティ推進事業 804 市民課 9,985 10,150 10,170

　町内会、自治会等の活動経費の一部を助成し、地域コ
ミュニティの醸成を図る。
　自治連合会を充実、活性化することにより、生きがいの
ある明るく住みよいまちづくりの推進を図るとともに、地域
社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動や市が
行う各種調査等の連絡調整などが円滑に行われることを
目的としている。

現状
継続

地域に住んでいる方々が親睦を深めなが
ら、住民同士のつながりや助け合いを大切
にし住みよい地域づくりのため自主的な
様々な活動を行っている。その活動経費に
対し助成することは地域コミュニティの醸成
に効果がある。
また、月２回、市役所から市民へに対する周
知文書の回覧業務を自治会、町内会が担っ
ており、助成の継続は必要と考える。

現状
継続

現状継続とする。 3

学校跡施設利活用検討事
業

805 政策調整課 21,738 380,458 20,293
　北広島団地内の小学校の統合後（平成24年4月）の校
舎などについて、学校跡施設利活用計画に基づく施設改
修を行う。

現状
継続

施設の供用開始に向けた準備を進める。
現状
継続

広葉小跡施設の運営にあたって
は、効率的で質の高いサービス
を提供するため、民間委託等を
行うこと。

2

農民研修センターエレベー
ター設置事業

813 市民課 33,119 0 0

農民研修センター利用者の高齢化に伴い、２階研修室や
和室等を利用する際に不便を感じており、連合町内会及
び農民研修センター運営委員会からの設置要望がある。
また、平成２１年度からの使用料徴収に伴いエレベーター
設置要望の声が利用者から高まっていることからエレ
ベーターの整備を図る。

終了
済

住民要望も高く、エレベーターを整備するこ
とにより住民の利便性はもとより、コミュニ
ティ活動の促進も期待でき、西部地区全体
の活性化にもつながる。

終了
済
事業は適正に行われた。 -

大曲会館エレベーター設
置事業

818 市民課 0 3,406 28,633
　大曲会館利用者の高齢化に伴い、2階の大集会室等を
利用する際の利便性向上のため、エレベーターを設置す
る。また、トイレ臭解消のため、配管改修を行う。

対象
外

対象
外

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハード事業

-
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

住民集会所建設事業 822 市民課 2,079 27,976 0

大曲幸地区には集会所が無く、町内会活動等に支障をき
たしており、地元町内会からの要望があることから、区画
整理の際に寄贈を受けた土地に集会所を新築する。

・建設地　北広島市大曲幸町２丁目９番地２、３　（用途地
域等　準工業地域、地区計画区域）
・建　 物　木造平屋建て　建築面積９９．９０㎡

終了

大曲幸地区は人口が増えており、住民集会
所は地域市民が進んで主体的に連携し、町
内会活動を推進するために、地域コミュニ
ティの場として必要な施設である。

終了
平成25年度の工事完了をもって
終了とする。

-

　第２節　平和と人権尊重社会の推進 307 142 157

　　１　恒久平和の希求 105 90 105

平和推進事業 808 市民課 105 90 105

　「平和都市宣言のまち」並びに平和市長会議の一員で
ある当市として、市民一人ひとりが平和の尊さや大切さを
認識し、恒久平和の実現を祈念することを目的として普
及・啓発事業を実施する。

現状
継続

平和の尊さを啓発していくことが大切であ
り、平和を願う心の種をまいていくため、現
状の活動を継続していくことが必要である。

現状
継続

現状継続とする。記念事業参加
者の増加策を検討すること。

3

　　２　人権意識の啓発 202 52 52

人権意識の普及啓発事業 809 市民課 202 52 52

　一人ひとりの個性や人格を認め、あらゆる分野で偏見
や差別などをなくし、すべての市民が平等で暮らしやす
い、人権尊重の社会を推進するため、人権擁護委員との
連携を強化し、学校や地域などでの人権教育・啓発活動
を実施する。

現状
継続

人権擁護委員並びに法務局との連携を強
化し、人権擁護活動を支援していく。

現状
継続

現状継続とする。男女共同参画
推進事業など関係事業との連携
を図ること。

3

　第３節　男女共同参画の推進 499 779 762

499 779 762

男女共同参画推進事業 810 行政推進課 499 779 762

「きたひろしま男女共同参画プラン（第２次）」に基づき、男
女が互いに尊重し、協力し合う社会を実現していくため、
市民や関係機関と連携を図るとともに、意識啓発や学習
活動などを行う。

現状
継続

事業効果を検証し事業の効率化を図る。全
庁的に男女共同参画推進に係る意識を高
める必要があることから、プランの進行管理
を行うなかで意識啓発を図る。

現状
継続

現状継続とする。引き続き事業
内容を精査すること。

3

　第４節　行財政運営・行革の推進 22,749 10,124 13,885

　　１　効率的な行財政運営 223 300 2,447

政策評価事業 814 行政推進課 0 0 0

　成果を重視する行政運営への転換、情報公開による政
策の透明性、職員の意識改革や政策形成能力の向上を
図るため、政策評価を行い、計画(Plan)、実施(Do)、評価
(Check)、改善(Action）という行政運営サイクル（ＰＤＣＡサ
イクル）の確立を進める。
　政策評価を政策形成（推進計画作成）や予算編成に活
用する。
　また、評価結果は、政策評価報告書として取りまとめ、
市民に公表する。

現状
継続

平成24年度で、政策評価⇒推進計画⇒予
算の流れは確立されたと考えている。今後
は、政策評価の活用状況について説明する
ことが必要である。補助金等評価について
は、交付基準に補助金交付の終期の設定
の考え方が示されているが、形骸化してい
ることから、実効性のある評価を行うために
制度の見直しを行う。

現状
継続

評価の意義・活用状況について
の十分な説明を行うこと。また、
補助金評価については、制度の
見直しを行うこと。

3

総合計画推進事業 815 政策調整課 223 300 2,447
　総合計画の着実な推進を図るため、政策評価や予算状
況などの検証を行いながらＰＤＣＡサイクルによる進行管
理を進める。

現状
継続

　成果重視の計画進行管理と、社会情勢の
変化や多様化する住民ニーズに対応するこ
とを目指したローリングにより、推進計画の
策定を進めていく。

現状
継続

現状継続とする。 2

　　１　男女共同参画社会の実現に向けた意識の変革
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24年度 25年度 26年度 事業概要

決算額 当初予算額 推進計画額 目的＆内容 評価 今後の方針 評価 評価の内容 ランク

25年度　1次評価 25年度　2次評価
事務事業名

計
画
事

業
番
号

担当課名

　　２　行財政改革の推進 125 420 456

行財政改革推進事業 812 行政推進課 125 420 456

　「政策評価の推進」、「市民参加・協働の推進」、「健全な
財政運営の推進」、「行政運営システムの改革の推進」を
基本目標とし、単なる経費節減や事務手続きの簡素化と
いった枠を超え、行財政システム全般についての改革を
行う。
　また、市への権限移譲など地方分権改革への対応を行
う。

現状
継続

現計画に基づき改革を継続する。現計画の
総括を行い新たな大綱、実行計画を作成す
る。
作成に当たっては、市民参加の手法を活用
し十分な議論をもとに作成する。

現状
継続

現計画の総括を十分に行い、よ
り実効性のある計画を作成する
こと。

3

　　３　健全な財政運営 3,530 820 3,537

住民参加型市場公募債の
発行事業

816 財政課 2,711 0 2,717
　市民の行政への参加意識を高めるとともに、資金調達
の手法の多様化を図るため、住民参加型市場公募債（ミ
ニ市場公募債）を発行する。

休止
廃止

　行革・実行計画における市政への市民参
加の推進の一つの方策としてスタートした
が、開始から5年を経過したことから一定の
見直しを行うこととし平成25年度は事業を休
止した。今後、市民に密着した施設整備に
あたり、市場金利の動向を踏まえた中で、市
民参加や資金調達の手法を考慮しながら対
応していく。

休止
廃止

金利負担や起債発行額の状況
を勘案し検討すること。

4

財政情報公開事業 817 財政課 819 820 820

広報紙及び市ホームページによる市の財政情報の公表
並びに公会計システムを活用し正確な資産及び債務管
理を行う。
1　予算に関する事項の公表等
2　決算に関する事項の公表等

現状
継続

　法的な義務付けとともに、施策の推進及び
市民との協働を進めるうえで、財政情報の
公開と共有は欠かすことができないもので
ある。今後も公開の情報量と「わかりやす
さ」を重点に内容の充実を図っていく。

現状
継続

法令で義務付けされた事業であ
り、現状継続とする。

3

　　４　行政サービスの充実 720 720 720

市民法律相談事業 820 市民課 720 720 720
　市民が日常生活を営む中で直面する法律上の諸問題
や疑問について、弁護士による無料法律相談を実施し、
市民の生活の安定を図る。

現状
継続

様々な法律上の知識が必要な時代であるた
め、市民生活は多様化し、安定的な市民生
活を支援していく上で必要と考えられる。

現状
継続

現状継続とする。 3

公共施設再配置計画策定
事業

842 政策調整課 0 0 0
　公共施設の老朽化が進んでいることから、新たなニー
ズや地域の特性に合った公共施設の配置やあり方を検
討し、公共施設再配置計画を策定する。

現状
継続

現状継続とする。市の今後の方針について
検討し、具体的な計画を策定するにあたっ
て必要なデータ等の検討を行う。

現状
継続

現状継続とする。計画・議論の
前提となる基礎データを早急に
取りまとめること。

2

　　５　組織・職員の活性化 6,636 7,475 6,725

職員研修事業 821 職員課 3,852 4,691 3,941

　職員の事務能力の向上や職務上必要な専門知識の習
得、それぞれの職階に対応した職務遂行能力の向上を
図るとともに、職員の意識改革と組織の活性化、職員の
人間性の向上など、地方分権型社会に対応できる職員
の育成を目的として、職員研修を実施する。

現状
継続

地方分権型社会に向けて、これに対応する
職員の能力の向上を図るとともに、大量退
職期を迎え、急務とされる若い職員の育成
とベテラン職員の知識・技能継承を図ってい
く必要がある。

現状
継続

現状継続とする。 3

職員福利厚生事業 839 職員課 2,784 2,784 2,784

　職員の福利厚生及び教養文化事業を行っている職員
福利厚生会に対し交付金を交付し、地方公務員法に定め
る職員の福利厚生の一部を福利厚生会が行うことによ
り、福利厚生事業の円滑な実施、職員の士気高揚、職場
の活性化を促すとともに、公務能率の向上を図る。

現状
継続

　職員の福利厚生のあり方・水準等につい
ては、常に使用者としての責任、市民感覚
等社会一般との適合性、民間企業や国・他
の自治体との均衡、財政負担等を十分に考
慮したものとする必要があり、毎年度継続的
に検討していく。

現状
継続

現状継続とする。事業内容につ
いては必要性などを常に検討す
ること。

3
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　　６　新庁舎の整備 11,515 389 0

新庁舎建設事業 823 庁舎建設推進課 11,515 389 0

　本庁舎は耐震性が低く、老朽化が進んでいるうえ、窓口
等が分散していることなどから、市民の利便性やサービ
スの低下を招いている。これらの課題を解決するため、新
庁舎を整備する。

現状
継続

早期の建設着手が望ましいことから現状継
続とする。

現状
継続

現状継続とする。 2

　第５節　広域連携の推進 420 420 420

　　１　広域連携の推進 420 420 420

札幌広域圏組合連携事業 825 政策調整課 420 420 420
　札幌ふるさと市町村圏計画に基づき、広域的な観点か
ら管内市町村が協力して地域振興を図るため協同事業を
実施する。

現状
継続

 札幌広域圏内市町村と連携し、有効かつ効
率的な事業を展開し地域振興を図る。

現状
継続

現状継続とする。 3

　第６節　情報公開・広報広聴の充実 41,912 45,492 40,330

　　１　情報の共有 6,628 6,624 6,533

文書管理運営事業 826 情報推進課 179 200 205
　開かれた市政運営を推進するため、公文書の適切な管
理を行うとともに、迅速な情報公開への対応、歴史的資
料となる文書等の確保及び保存を行う。

現状
継続

　総合文書管理システムの適切な運用を行
い、文書管理事務の効率化・簡素化、ペー
パーレス化、情報公開等への対応の迅速化
のため、文書管理業務を再構築する。

現状
継続

現状継続とする。 3

統計協議会活動支援事業 827 政策調整課 100 100 100
　統計調査の円滑かつ適正な実施、調査力の向上のた
め、研修事業などを実施し、その事業費の一部助成を行
う。

現状
継続

統計調査の内容が複雑化し、また対象者か
らも調査協力が得づらくなってきているな
ど、統計調査の環境が一段と厳しさを増す
中、統計指導員・調査員の確保難はさらに
強まっている。協議会員の調査力の向上を
図るとともに会員の確保にも努める必要が
ある。

現状
継続

現状継続とする。 3

協働事業きたひろＴＶ推進
事業

830 情報推進課 3,451 2,892 2,796

これまで市は、地域情報の有力な発信手段を持ち合わせ
ていなかったが、第１次推進計画期間中のシティセール
ス推進事業を通じ「きたひろしま」を積極的に発信する方
策を進めている。「きたひろTV」は、こうした市の施策を補
完するツールとして、地域の様々な情報を新たに開設す
るホームページ上から映像コンテンツを配信することで情
報発信していく。

現状
継続

事業を開始して一年が経過するにあたり、
市民協働推進会議の評価を受けた上で、今
後の事業活動を検討する。

現状
継続

現状継続とする。市民協働推進
会議の事業評価を勘案し、今後
の方向性を検討すること。

3

市議会政務調査事業 838 議会事務局 2,898 3,432 3,432
　市議会議員の調査・研究に係る政務活動費を交付し、
議員活動の活性化を図る。

現状
継続

現状継続とする。
支出基準及び交付金の額について議会改
革検討事項に位置づけ検討を行う。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　３　個人情報の保護 459 469 483

個人情報セキュリティ対策
事業

832 情報推進課 459 469 483
　市が保有する行政情報及び市民の個人情報を適正に
管理し保護するため、セキュリティ実施手順等の運用を適
切に講じる。

現状
継続

市民には広報、ホームページで制度の周知
を図り、職員にはセキュリティ研修を通じて
更なる意識の向上を図る。

現状
継続

現状継続とする。 3

　　４　広報広聴活動の充実 34,825 38,399 33,314

きたひろしまシティセール
ス事業

828 商業労働課 3,392 3,825 0

　本市が持っている自然や歴史、産業、文化、イベントや
祭りなどの地域の魅力や特性を積極的に市内外に情報
を発信することにより、多くの人が「訪れてみたい」「住ん
でみたい」「住み続けたい」「起業してみたい」と感じられる
魅力あふれる都市イメージの創出をめざす。

現状
継続

ツール等の開発及び流通販路の拡大を継
続して実施するとともに、市外・道外に向け
て情報発信を行い、更なる北広島ブランドの
確立を図る。

拡大
これまでの成果を総括したうえ
で、全市的なプロジェクトとして
の取り組みを行うこと。

1
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広報紙発行事業 833 情報推進課 26,215 29,197 27,941
　市の施策や情報、市内の出来事や市民の活動を市民
に分かりやすく伝えるため、広報「北広島」を発行し、市内
の概ね全世帯に配布する。

現状
継続

市民協働型の編集委託により、市民の生活
に密着した情報を正確に紙面に反映させ
る。引き続き、受託先との連絡調整に努め
る。

現状
継続

現状継続とする。平成25年度市
民協働推進会議で評価を受け、
今後の方向性を検討すること。

3

コミュニティＦＭ広報事業 834 情報推進課 1,833 1,834 1,834

　情報発信・受信手段の多様化に対応するため、コミュニ
ティＦＭ「ＦＭメイプル」を通じて、市の施策や行事などを分
かりやすくタイムリーに市民へ伝える。
　なお、危機管理課で実施している災害時における非常
放送や高齢者支援課で実施している認知症高齢者SOS
ネットワーク事業とも連携している。

現状
継続

今後も積極的な活用や番組の周知を行う。
また、災害時などの連携を関係各課と調整
する。
市のホームページに、ＦＭメイプルのホーム
ページのリンクや番組の一部を掲載するな
ど周知の方法を検討する。

現状
継続

現状継続とする。より多くの市民
に情報を伝えるため、公共施設
での放送やホームページへの掲
載などを検討すること。

3

広聴活動事業 835 市民課 31 30 34

　複雑化・多様化する市民ニーズを的確に把握し、市民と
行政が信頼と協働によるまちづくりを進めるため、情報の
公開や意見集約、市民との直接対話など各種広聴活動
を行う。

現状
継続

市民と協働のまちづくりを進めていくために
も、多様化・複雑化する市民ニーズの的確
な把握が重要であるため、市民への適切な
情報提供及び意見集約を効率的に継続して
取り組んでいく。

現状
継続

現状継続とする。 3

議会広報事業 836 議会事務局 3,354 3,513 3,505
　定例会等での一般質問や代表質問の答弁及び各議案
の審議の状況など、市議会の活動概要を市民に周知す
る。

現状
継続

現状を継続とする。各常任委員会の中継実
施についても検討していく。

現状
継続

現状継続とする。 3
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